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島根県原子力安全顧問会議（関東地区） 

                    日 時  平成２８年１０月２４日（月） 

                         １４：３０～１６：４５ 

                 場 所  メルパルク東京 ３階 会議室（薔薇） 

 

○田中ＧＬ 

それでは失礼いたします。まだ草間先生が、本日、大分のほうのご出張先から、今、

こちらのほうに向かわれているようなんですけど、定刻になりましたので、顧問会議

を始めさせていただきます。 

私、司会を務めさせていただきます県の田中と申します。どうぞよろしくお願いい

たします。 

まず初めに、島根県の防災部長、岸川のほうからご挨拶申し上げます。 

○岸川部長 

失礼いたします。改めまして、島根県の防災部長、岸川でございます。 

顧問の先生方には、本当にご多忙の中を会議にご出席いただきまして、本当にあり

がとうございます。 

また、出席いただいております中国電力のご担当の方々、本当にありがとうござい

ます。 

この会議、前回は５月２０日でございますけど、松江市で開催をさせていただきま

した。その際は、１号機の廃止措置計画ですとか、あるいは２号機のうち新たに特重

施設などについて、国へ審査の申請をする前の段階での状況をご説明をさせていただ

きました。それから、続いております２号機の審査の状況というのを説明させていた

だいたところでございます。 

本日の会議でございますけど、続いております２号機の審査状況、その後というこ

とと、前回の会議以降開催されております、４回審査会合が開かれておりまして、耐

震重要度分類の変更ですとか、重大事故対策の有効性評価などについて審査が進んで

おる状況をご説明申し上げたいと思います。 

また、１号機の廃止措置計画の審査状況ですけど、これも５月２０日に顧問会議、

安対協等を開いた上で、議会を経て、県での申請をされることについて了解をいたし

ております。その後、７月４日に中国電力さんのほうから規制委のほうへ１号機の廃
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止措置計画の認可申請が出されております。これも審査会合という形ではありません

が、ヒアリングということで、１１回ほどですか、開催されておるようですので、そ

の状況もあわせてご説明をさせていただきたいと思っております。 

また、これらに関連します県の対応もさまざまございますので、関連する事項につ

いてご説明させていただきます。 

その後、その他の県の取り組みということで、時間の許す範囲ということではござ

いますけども、来月に予定しております原子力の防災訓練の状況でありますとか、そ

れから昨年６月に発覚いたしました中国電力のほうの不適切事案、その後の県の対応

というようなことについて、あわせてご説明をさせていただければと、こういうふう

に思っております。どうぞよろしくお願いをいたします。 

なお、この会議、今回は東京と関西地区ということで分けて開催させていただきま

して、あす、京都のほうで関西地区のこの会議ということで、同様の会議を予定をし

ておるというところでございます。どうぞよろしくお願いをいたします。 

○田中ＧＬ 

本日の会議も限られた時間の中での開催となりますので、ご出席者の皆様のご紹介

につきましては、お配りしている配席図をもって、かえさせていただきたいと思いま

す。 

本日の議事の進め方なんですけども、まず、次第のほうを見ていただきますと、先

ほど岸川のほうから紹介があったように、１つ目に、２号機の新規制基準適合性に係

る審査状況、２つ目といたしまして、１号機の廃止措置計画に係る審査状況、大きく

２つ用意してありますけども、それぞれのテーマごとに意見交換等を実施したいと考

えております。 

 今、お手元に配付している資料、２つの束がありまして、先ほど次第ということ

を申しましたけど、こちらが県が作成した資料になっています。それから、分厚いほ

う、こちらが中国電力の資料になってます。中国電力の説明の途中にも県の状況等々、

報告を挟みますので、資料を行ったり来たりするようになっておりますけども、ご了

承をいただきたいと思います。 

そうしますと、まず、１つ目の議題の２号機の審査状況について、中国電力のほう

からよろしくお願いをいたしたいと思います。 

○長谷川副本部長 
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中国電力の長谷川でございます。今日もまたこのようご説明の機会をいただきまし

て、誠にありがとうございます。 

私の方から、冒頭、ご挨拶と、２号の審査状況、概ねのところをご説明したいと思

います。 

まずは、この席でも幾度もご説明をしておりますけれども、昨年の６月に発生いた

しました低レベルの放射性廃棄物ドラム缶、この流量計に関わります不正事案でござ

いますけれども、現在、私ども、再発防止対策を着実に進めております。この事案が

地域の皆様により一層の不信感、ご不安を与えたこと、本当に深く肝に銘じるところ

でございますので、引き続き先生方のご指導を賜りたいと思っております。 

さて、２号の審査の状況でございますけれども、当社の資料、リストの次にこうい

ったパワーポイントの資料があろうかと思います。いつも冒頭ご説明しているものの

最新版でございます。 

１ページ目をご覧いただけますでしょうか。今日、この後詳しくご説明いたします

２つの事案がございます。一つは、耐震重要度分類の見直し、こちらにつきましては、

当社独自の取り組みということで、規制庁、規制委員会のほうからも種々コメントを

いただいております。そういった状況についてご説明をいたします。 

また、いわゆる有効性評価でございますが、こちらも種々対応しているところでご

ざいますが、全体的な審査の状況につきましては、正直言って少し停滞感が否めない

というところが実態でございますので、そういった進捗状況についてもご説明できれ

ばと思っております。 

４ページ目をご覧いただきたいと思います。こちらも従前からご説明しております

基準地震動の策定プロセスでございますが、先週の金曜日、鳥取の中部のほうでまた

地震が発生いたしました。その際の島根原子力発電所の揺れでございますけれども、

水平、鉛直方向ともほぼ１３ガル程度を観測してございます。震度でいいますと２と

いうことで、松江市内の観測震度が４でございますから、やはり発電所そのものの揺

れは他地点に比べて緩やかだということが確認できております。 

一方、２０００年の同じ時期に鳥取の西部で地震が起きております。ご覧のこの４

ページ目の右の枠、震源を特定せず策定する地震動について、鳥取の西部地震、当社

は考慮しているわけでございますが、この観測記録はマグニチュード７．３、今回の

地震はマグニチュード６．６でございました。位置の関係もございますが、２０００
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年の西部地震の際は、当社の発電所、３０ガル程度が観測されておりますから、今回

の地震の規模そのもの、発電所への影響そのものは小さかったということが言えるか

と思っております。当然プラントを含めて全く問題はございませんけれども、熊本地

震以降、非常に国民の皆様の地震と原子力に関するご不安は高まっておりますから、

今後、しっかりとフォローしてまいりたいと考えてございます。 

そして、５ページ目でございますけれども、地質関係の審査の進捗状況、大きな進

展はございません。春先には基準地震動を８００ガルに上げまして、規制庁との調整

に入っているというご報告をしておりますけれども、まだその進展、大きな進展がな

いところでございます。 

そして、７ページ目以降がプラントの審査状況。 

９ページ目、ご覧いただきますと、概ねスタートは切ってございますけれども、先

ほども申しましたように、少し停滞感がございます。こういったところでございます

ので、後ほどご説明をいたします。 

それに加えまして、先ほど部長の方からご紹介ございました、７月４日でございま

すけれども、１号の廃止措置計画、さらには、２号の関連施設でございますけれども、

特定重大事故等対処施設、第３バッテリー、こういったものの申請も行っております

ので、今日、その最新の状況についても少し触れさせていただければと思っておりま

す。 

それでは、今日もどうぞ活発なご質問、ご指導のほどをいただければと思っており

ます。よろしくお願いいたします。 

○山本担当部長 

中国電力の山本でございます。それでは、審査の状況について説明をさせていただ

きます。 

申し訳ありませんが、これ以降、座って説明させていただいてよろしいでしょうか。 

それでは、施設の耐震重要度分類の変更について、顧問会議資料の資料１－１でご

説明をさせていただきます。 

こちらにつきましては、原子力発電設備については、その安全性や炉心など放射性

物質の内包量などを含めまして、重要度の高いものから、現在はＳクラス、Ｂクラス、

Ｃクラスという３段階に耐震の重要度クラス、地震に対してどれだけもつかというよ

うなクラスを定めております。過去においては、当初定められていた基準からほとん
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ど変わっておりませんでしたが、２号機の今回の新規制基準への申請に当たりまして、

耐震の考え方に書いてある記載にある程度基づきまして、放射線の外部への影響に基

づいた耐震重要度クラスに見直したいということで申請をしてございます。その申請

の内容と現在の審査の状況についてご説明いたします。 

全体としましては、まず、７ページのほうをご覧ください。Ａ３の折り込んでいる

資料でございます。文章で書いているところをこのＡ３の図を用いて説明させていた

だきたいと思います。 

こちらの資料の中で、まず、左の真ん中、原子炉を中心としたところで、赤い部分

があるかと思います。こちらが現在のＳクラスを表しているもので、ここについては

炉心、燃料を含めて安全性の高いもの、放射性物質を大量に内包している部分で、Ｓ

クラスということで、変更はございません。 

今回変更をかけたいと考えておりますのはＢクラスの設備についてでございまして、

その中には分類としては４つございます。この一次系に近いところにあるもので放射

性物質を大量に出すもの、それから燃料プールのあたりというものがございますが、

当社が変更を考えたいと思っておりました設備は、まず、放射性廃棄物を内包する設

備ということで、右下のほうにあります液体廃棄物、気体廃棄物、固体廃棄物処理系、

これらの設備について、それからもう一つが、その上にあります緑色で描いてあると

ころ、タービン側の設備で、こちらは放射性物質を内包する設備でございます。その

うち一次系に比べれば影響度の小さいものというふうな区分をされて、Ｂクラスとな

ってございます。 

これらの設備につきまして、耐震重要度の考え方としましては、まず、放射性廃棄

物を内蔵している設備については、文字でいいますと２ページ目のところを読みます

が、年間の線量限度に比べ十分小さいものは除くというふうにＢクラスのものでは定

められております。従いまして、中に入っている放射性物質の量が非常に少ないもの

であれば、Ｂクラスではなく、Ｃクラスでよいというふうに書いてありまして、従来

は、ランドリードレン設備であるとかいうような、本当に放射性物質を含まないもの

だけがＣクラスになってございました。 

それから、３番目の設備、放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した設備というこ

とで、タービン設備でございますが、こちらについても過大な放射線被ばくを与える

可能性のある施設がＢクラスであって、そうでないものについてはＣクラスでよいと
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いうふうになっておりますが、沸騰水型については、基本的にこちらの設備は全てＢ

クラスという扱いをされてきたのが従来でございます。今回は、被ばく線量、これに

基づく評価によって、Ｃクラスに耐震クラスを下げる範囲を広げたいということで申

請をしたものでございます。 

これまでの経緯を含めまして、審査をまず５月の段階で１度受けてございまして、

このときにいただいたコメントは、現段階では、外部事象、地震の影響によるプラン

トの過渡現象や事故現象につながるところの大きさは、安全評価指針の中でははっき

りとは考慮されておりませんで、例えばＳクラスを下回る地震でＢ、Ｃクラスが壊れ

るような設備をどのように扱うかというところについては、ＰＷＲでは例えばヒート

シンクである復水器はＣクラス、沸騰水型はＢクラスというふうにずれていると。た

だ、現時点でこの復水器の部分をＢクラスからＣクラスに下げると、復水器は重要な

ヒートシンクでもございますので、単純に下げてしまっては安全クラスが下がるので

はないか、安全性に影響があるのではないかというようなところが議論となりまして、

当社は、その後、７月の会合において、やはりこういうまだ安全評価や安全性につい

て議論がしっかり終わってないものについては、今回はＢクラスをＣクラスに下げる

という対象からは外したいというような考え方を示しております。 

その最終的な結論としまして、先ほどの図に戻っていただきますと、こちらの緑色

の描いている部分というのは、安全機能を有している部分というふうに考えられます。

安全機能というのは、安全停止につながるヒートシンクであったり給水の機能という

こともございますし、トランジェントのきっかけを与える設備、安全重要度分類でい

うＰＳ側でございますが、そういうものにも影響があるもの、例えばヒーターである

とか、ヒーターカット、給水加熱喪失が起こらないようにということも含めまして、

こういう設備について、今回はＢからＣへ見直す対象からは外したいということで説

明をしております。 

最終的に残っておりますのが、右下のほうにオレンジ色で描いてありますけれども、

液体廃棄物処理系、それから気体廃棄物処理系の一部、固体廃棄物処理系などが現在

は対象として残っているところでございます。 

廃棄物処理設備に関しては、安全機能は有していないということは当社も確認して

おります。それは、５ページのところに個別の設備ごとに評価をした表をつけてござ

いますが、安全機能を持たない、これがなくても過渡現象や事故事象の値に変化を与
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えることはないということを評価しておりまして、国の方からも、廃棄物処理設備を

対象として今後議論を進めることはよいであろうというふうな形で今進められている

状況でございます。 

ただし、それ以降、審査が止まっておりますので、議論はできておりませんが、耐

震重要度分類の見直しについての状況は以上でございます。 

○谷浦担当部長 

それでは、引き続きまして、有効性評価の審査状況についてご説明申し上げます。

私、中国電力電源事業本部の谷浦と申します。よろしくお願いいたします。 

顧問会議資料１－２のパワーポイントの資料をご覧ください。この資料につきまし

ては、７月１２日の審査会合でご説明した資料でございます。 

ページをめくっていただきまして、３ページから６枚物でＰＲＡの結果という数字

を載せてございます。これは、以前からご説明しておりますＰＲＡの詳細について、

他社と合わせたということで、若干数字が変わったということを審査会合でご説明申

し上げましたが、前回と大きな違いがあるわけではございませんので、本日は説明を

割愛させていただきます。大きな議論になりました前回審査会合からの変更点、９ペ

ージ目以降からご説明を申し上げたいと思います。 

１０ページの方をご覧ください。前回の審査会合から変更した点として、この４つ

の事故シーケンスグループについてご説明をいたしました。 

最初ですが、高圧注水系、減圧機能の喪失、こういったものについては、先行プラ

ントの審査状況の議論、それから安全性向上の観点を踏まえて評価条件を見直したと

いうことで、ここは格納容器除熱のタイミングを変更したといったマイナーな変更で

ございました。１つ、全交流電源喪失を飛ばして、その下になりますが、崩壊熱除去

機能の喪失、ここは、燃料プールの使用済燃料を冷やす熱負荷が評価に加えてござい

ませんでしたので、それを追加したものでございます。それから、一番下ですが、原

子炉停止機能喪失のときの評価の条件が若干他社と違っておりましたので、そこを変

更いたしました。これら３つについては大きな議論にはなりませんでした。 

２番目の全交流電源喪失、この事故シーケンスの細分化というものをご説明しまし

たが、それが１１ページから載せております。これは、外部電源が喪失して、さらに

発電所の中の非常用ディーゼル発電機が起動を失敗した場合の色々な事故のシーケン

スがありますが、そのうちの全交流電源喪失プラス高圧炉心冷却系の失敗、それから
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ＳＲＶ、原子炉から蒸気を逃がして圧力を下げる機能がございますが、このバルブが

閉まらなかったと、１回開けて、閉めるのに失敗した場合、それから、高圧注水系、

高圧炉心スプレイ系ですけれども、これが動かなかった場合のシーケンス、その下、

全交流電源と直流電源を同時に喪失した場合、こういった事故シーケンスに対しては、

島根原子力発電所、同じように浜岡とか女川とか一緒にヒアリングを受けているプラ

ントもそうですが、１３ページをご覧ください。１３ページ右側にありますけれども、

真ん中あたりに⑧のガスタービン発電機、それからその下のほうに低圧の注水系が、

低圧原子炉代替注水設備というものがございます。小さくて大変申しわけございませ

んが、この設備を利用してこれらの事故シーケンスに対応するというご説明をさせて

いただきました。ただ、規制庁側からは、交流電源、交流の動力電源は２４時間使用

できないものとするというふうな審査条件がございます。この条件については、この

新たに設置するガスタービン発電機の信頼性がよほどのものでない限りは認められな

いというふうなお話があり、審査会合の中でご指摘がございまして、再度対策を検討

して、次回以降の審査会合でご説明することになりました。ですから、今回ご説明し

た資料では、審査が直ちには認められなかったということでございます。 

そのほかの主な指摘事項の回答ということで１５ページ以降に載せておりますが、

これも全交流電源喪失と直流電源の喪失、先ほどご説明した３つのうちの一番下のも

のでございましたけれども、これについて詳細に説明することということで、資料は

準備してまいりましたが、先ほど申しましたように、この交流電源喪失のときのガス

タービン発電機の使用については、よほどの信頼性がない限りは認めるわけにはいか

ないというコメントをいただいておりますので、この指摘事項の回答についても再度

対策を検討して審査を受けることになっております。 

その次、２１ページでございますが、ここは指摘事項の回答として、フィルターベ

ント実施までの格納容器のスプレイという運用、格納容器の中の温度が上がってくる

のを抑えるために水を入れてスプレイして温度を下げるという運用がございますが、

このスプレイを当社の場合は、途中である程度制限する運用としておりましたので、

その理由を詳細に説明することということでご説明をいたしました。これは下の回答

のところに書いてございますように、炉心損傷前に外部から水を格納容器の中に入れ

ますと、サプレッションチェンバーの水位が上がって、その後、炉心損傷が発生した

場合に格納容器スプレイの実施によるベントの時間が、炉心損傷した後のフィルター
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ベントの時間が短くなるというのが解析でわかっておりますので、炉心損傷前の格納

容器スプレイの実施を極力控えて、炉心損傷に備えて注水量を抑制するという考えを

ご説明いたしました。これについては特に指摘事項等はございませんでした。 

それでは駆け足になりますが、顧問会議資料１－３の方ですけれども、これは先ほ

どの７月１２日の会合に引き続いて、８月２５日と９月１５日に審査会合を開催させ

ていただきましてご説明した資料の主な内容でございます。 

３ページ目でございますが、指摘事項として、安定停止状態というものがどういう

ものなのかということを説明するようコメントいただいております。これは炉心損傷

防止対策、それから格納容器防止対策を行って事故を防いだ場合に、原子炉の温度、

圧力が定常状態になる、それがどういう状態かということを、電力の考えを説明する

ようにというご指摘でございました。この場合に、７日間評価しなさいということが

ガイドで書いてありますが、圧力が上がったり温度が上がったりする状態で７日目を

迎えた場合、それは認めるわけにはいかないので、きちんと事故が収束することを示

さなければいけないということをご指摘いただいたものでございます。 

当社の回答といたしましては、その下に書いてありますように、重大事故、炉心損

傷は防止するが、事故が起こった場合、それから、次のページは重大事故になった場

合、炉心損傷した場合の状態についてそれぞれご説明を申し上げました。 

３ページに返っていただきまして、原子炉につきましては、設計基準事故対処設備、

それから重大事故等対処設備を用いて炉心が冷却され、それから炉心が、燃料が水に

つかった状態、それから冷却の状態も維持できると、それから要員も不足していない、

資源もあると、そういった場合に安定状態が確立されたものとして定義をいたしまし

たということをご説明いたしました。格納容器についてもほぼ同じようなご説明をさ

せていただきました。 

４ページ目の方ですけれども、これは格納容器が破損しないような、重大事故の場

合を説明していますので、前のページとほぼ同じ内容をご説明をしております。 

これらの具体例について、５ページの方にご説明しておりますけれども、これは重

大事故、実際に炉心が壊れたような場合ですけれども、この場合に、まず、お手元に

紙としてはご用意しておりませんけれども、タブレットの方にはございますが、これ

はあくまでもたくさんある事故の一つのシーケンスでございますが、冷却材喪失事故、

大破断ＬＯＣＡといって、大きな配管が破断して原子炉の中の水が抜けたような場合、



－10－ 

そしてＥＣＣＳ、非常用冷却処理系が機能しなかった場合、それから全交流電源が喪

失したという非常に厳しい状態の事故シーケンスについてご説明をいたしました。こ

の場合は、右側の真ん中の方に書いてあるように、残留熱除去系の復旧または代替循

環冷却系を用いて除熱を行うことにより、安定状態後の長期的な状態維持のための冷

却が可能になるということで、４つの条件をご説明いたしました。残留熱除去系の復

旧、可燃性ガス濃度系の復旧、格納容器内への窒素封入がきちんと機能すれば復旧で

きますということをご説明しましたが、指摘としては、これらの装置について詳細を

説明すること、それから、これらの新たに設置した装置が悪影響を及ぼさないことを

追加で詳細に説明すること、それから、格納容器のフィルターベントのベント弁を停

止する場合の条件について再度整理して説明しなさいというご指摘をいただきました

ので、次回以降、ご説明することになっております。この場合、規制庁が注目されて

いるのが、格納容器フィルターベントを閉めたときの負圧、中の窒素ガスが抜けて水

蒸気だけになるんですが、そのときに冷却をしてしまうと、格納容器の中が負圧にな

って格納容器が壊れてしまうという事象を心配されておりまして、これをどう防ぐの

かということをきちんと説明するようにというご指摘をいただいておりました。当社、

手順を準備しておりますので、次回以降、ご説明をさせていただく予定です。 

もう一つの主な指摘事項への回答として、９ページでございます。これは、長期安

定状態のための残留熱除去系の復旧について詳細に説明することということで、９ペ

ージの右側に描いてある赤い線の部分ですけれども、新たに設備を追加して、原子炉

が冷却できるようにポンプを追設するというご説明をさせていただきました。審査会

合では、この系統はポンプを設置して、今ある既設の熱交換器に通して原子炉を冷や

しますが、この熱交換器が使えなかった場合についても検討するようにというご指摘

をいただきまして、現在検討をしているところでございます。次回以降、ご回答させ

ていただく予定になっております。 

済みません。非常に足早になりましたけれども、有効性評価の審査会合の状況は以

上でございます。 

○田中ＧＬ 

ご説明ありがとうございました。 

もう１点ありますか。 

○山本担当部長 
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それでは、引き続きまして、資料１－４の方をお願いいたします。こちらは特定重

大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備３系統目の設置についてでございます。

事前了解の段階で一応説明していた内容ではございますが、改めて説明させていただ

きます。 

まず、資料の５ページをご覧ください。５ページの方で、特定重大事故等対処施設

の概要を示してございます。特定重大事故等対処施設は、大型航空機衝突などのテロ

による対処ができるような設備ということで、こちらに記載しているような設備を設

けます。①番の逃がし安全弁のほうを使っての減圧操作をより確実にするための設備、

水を入れるための設備で、②、③、④として、炉心の冷却、それからペデスタルに注

水して溶融炉心の冷却、それからスプレイをかけての格納容器の除熱機能、それから

⑤番としまして、フィルターベント設備、⑥番は、サポート設備としての電源、計装

設備、通信連絡設備、そしてこれらをまとめた緊急時制御室、これらを設置するよう

にして申請をしてございます。 

それから、第３バッテリーと俗に言われますが、常設の直流電源設備３系統目につ

きましては、１８ページの方をご覧ください。こちらは原子炉建物の外側ではござい

ますが、さらにバッテリーを設置しまして、２４時間直流電源の供給ができるような

ものを設置いたします。まだ２号機のシビアアクシデントの関連する審査の方が終了

していないということもございまして、この特定重大事故等対処施設については、現

在は審査が止まって、概要説明をしただけで終わってございます。ただ、ちょっと特

定重大事故ではないコメントをいただいており、シビアアクシデント対策設備につい

ての多様性として、最終ヒートシンクへ熱を輸送するシステムがＢＷＲはＰＷＲに比

べ弱いということで、このフィルターベント設備を同じものを２つ設置していいのか

どうかということはもう少し考えなさいというような指摘をいただいている状況でご

ざいます。 

こちらについては以上でございます。 

○田中ＧＬ 

それでは、ここから質疑応答の時間を設けさせていただきたいと思っています。耐

震重要度分類、有効性評価、どこからでも結構ですので、発言のある顧問の先生、よ

ろしくお願いいたします。 

それでは杉本先生、よろしくお願いします。 
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○杉本顧問 

東工大の杉本でございます。私、３月まで京都大学にいたので関西のほうで出てい

たのですが、７月から東工大に異動しました。よろしくお願いします。 

資料１－２の有効性評価のところの１３ページ、あるいはその前でもお話しだった

のですが、例の交流電源喪失後２４時間利用は不可であるという条件がなかなか厳し

いという、これ、崩壊熱があるから数時間で水全部蒸発し燃料なんかも温度が上がっ

てしまうので、厳しいのだと思うのですが、これ、先行炉でも同じような条件でやら

れていて、そこら辺はどうやってクリアしているのですか。 

○山本担当部長 

まず、こちらの設備につきましては、元々設置しておりますＳＢＯのときに活躍す

る設備としての原子炉隔離時冷却系、こちらがまずバッテリーによって８時間は水の

供給を続けると。当社の場合は水源としてはサプレッションチェンバーの水を使って

供給します。８時間でＲＣＩＣが使えなくなるころには、可搬型の注水設備、要は消

防車をつなぎ込みまして、外部の水源から水を供給するという形で、２４時間水を供

給し続けるというような形で評価をしてございます。ですので、交流電源のポンプが

使えない状態ではありますが、蒸気駆動のＲＣＩＣと、それからディーゼル駆動の消

防車、こちらを用いて水の供給ができるという評価をしてございます。 

○杉本顧問 

済みません。ちょっと私、聞き間違ったかもしれませんけど、先行炉ではそうやっ

ているという、そういうご説明ですか。この島根２号炉もＲＣＩＣは８時間、最初動

いているんですよね。ですから２４時間から８時間はちゃんと冷却されていると。そ

の後、２４時間冷却できないようなことが条件となっているという、そういうご説明

だったので、ここに書いている可搬型の消防車から、それはよほど信頼性が高くない

と認められないというのが今現状というふうにお聞きしたんですけども、どこまで認

められて、どこが認められないのか、ちょっと……。 

○山本担当部長 

申し訳ありません。そういう意味で、条件としましては、交流動力電源は２４時間

使えないという条件で評価しなさいというご指摘でございます。そのためディーゼル

で駆動する消防車は使用が認められてございます。ただし、今回のシーケンスの中で

は、まず、ＴＢＵ、例えば高圧の注水機能まで喪失するケース、ＲＣＩＣの故障が重
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畳するケースなどですと、当社の場合の重大事故等対処設備はガスタービン発電機を

用いた低圧の常設代替注水系を使用しますが、当社の場合は使ってはいけないという

評価結果になります。ですので、消防車による注水が準備できるまでの間、注水がで

きなくなるということで、当社の場合は炉心損傷に至るような条件になってしまいま

す。 

先行しています東京電力については、ＲＣＩＣのほかに、ＨＰＡＣと呼んでいます

けれども、代替の高圧注水設備を準備されており、これはバッテリーで動きますので、

要はＲＣＩＣを２つ設けたようなものですが、こちらで対処するようにして炉心損傷

を回避するということで説明されております。 

○杉本顧問 

ありがとうございました。 

○田中ＧＬ 

ほかにございますでしょうか。 

それでは野口先生、よろしくお願いします。 

○野口顧問 

３点あります。１点目は、最初の資料１－１の７ページのＢクラス、Ｃクラスの話

なんですが、少し考え方を教えていただきたいのは、７ページの図で、いわゆる系統

の中でＢクラスとＣクラスがまじり合っているものがありますよね。機能としてはど

っちか弱いほうで決まってしまうと思うんですが、例えばＣクラスの中にＢクラスの

機器を１個入れておく意味とか、逆に、上のほうですと、排気筒へつながる最後のと

ころはＣクラスになっていますが、その途中の機器がＢクラスになっているというの

があって、結局Ｃクラスでだめになったものは意味がないんじゃないかという気もす

るんですけど、このライン上の話を１個教えてくださいというのが１つ目です。 

○山本担当部長 

７ページの図を見ていただいて、緑色のところがＢのままで残すところでございま

して、例えば希ガスホールドアップ塔であったりタンクであったりというものがござ

いまして、ここは常に放射性物質を貯めておく設備になります。ですので、ここの第

１隔離弁まで、要はバルブとかで区切れるところまではＢクラスにしておりますが、

そこのタンクだけがＢクラスであれば、地震時、壊れても漏れる範囲を限定できると

いう意味で、途中のＢクラスも、これは効果があるものというふうに考えてしている
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ものでございます。 

○野口顧問 

例えば上のほうで、グランド蒸気排風機ってありますね。これ、Ｂクラスですね。 

○山本担当部長 

はい。 

○野口顧問 

その後ろの配管がＣクラスで使えなかったら、この蒸気排風機って使えるのですか。 

○山本担当部長 

ここは使えます。 

○野口顧問 

ただ、排風機だけど、その先の配管が使えなくて、これ回せますか。 

○山本担当部長 

配管が切れた方が圧力としては逃げるところがあります。 

○野口顧問 

外に出すという意味ですか。 

○山本担当部長 

建物の中に出るようになるかもしれませんが、ここで出てくるもの自体の放射性物

質はほとんどありませんので、ここは大丈夫という評価にしております。 

○野口顧問 

なるほど。わかりました。 

○山本担当部長 

少し手前のグランド蒸気のあたりまで切れても大丈夫なんですけれども、少し高目

の温度の蒸気があるということを含めてＢクラスのままにしている面がございますの

で、そういう意味で、放射性物質からするともう少し上流まで切れても大丈夫な量で

ございます。 

○野口顧問 

だめになるというのは、破れるという前提、詰まるという前提じゃないんですね。

そういうことを心配してて、ラインで、破れると外へ行くけど、詰まってしまうと使

えなくなるし、だから同じＣクラスでだめになるというパターンも幾つかあるだろう

なと思っての話でもあったんですけど、一応そういうことはないと。 
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○山本担当部長 

地震で潰れて配管が閉塞するというケースというのはやはり聞いたことはないかな

と思います。あくまでひびが入る、ないしは切断するというようなことが中心でござ

いますので、それを前提に評価をしてございます。 

○野口顧問 

わかりました。ライン上であって、混在してても、それなりの有効性は確認されて

いるということで。了解いたしました。 

あとの２つは資料１－２です。まず、後ろのほうからいきますけど、先ほどの杉本

先生と同じなんですけど、１１ページの一番下のほうに「また」って書いてあって、

また、交流動力電源は２４時間使用できないものとする条件の有無によって、炉心損

傷防止対策の成否が変わることを踏まえて、本条件を除外し、有効性評価を実施する

こととしたという、この意味を教えてくれませんか。 

○山本担当部長 

こちらで記載しておりますのは、先ほども出ましたが、当社のシビアアクシデント

対策の設備として、ガスタービン発電機と交流電源駆動のポンプというのを主眼にし

ておりますので、この前提条件となるものを適用すると、はっきりと炉心損傷するか

しないかというのが分かれてしまうという、そのものの意味で書いてございます。評

価としては２種類やっておりまして、２４時間交流動力電源が使えない状態の解析と

して炉心損傷に至りますという結果と、２４時間でなければ、例えば隔離時冷却系が

使えないとしても、低圧の代替注水設備が動きますので、こういうＰＲＡからきた事

故シーケンスを見たとしても、当社の設備で炉心損傷を回避できますという示し方を

してございます。 

○野口顧問 

私のヒアリングが間違ってなければ、今おっしゃったのは、２４時間止まるとする

と条件が厳しいので、厳しくないほうの条件で評価するとおっしゃったわけですか。 

○山本担当部長 

そうでございます。 

○野口顧問 

それは評価の考え方としておかしくないですか。 

○山本担当部長 
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その前段として、まず、ガイドで言っております全交流動力電源喪失で２４時間使

えないというものは、評価を代表で１つしてございます。それは、まず、対処が可能

であるということを前提として、さらにＰＲＡのリスク上は非常に低い確率のＳＢＯ

に高圧注水機能喪失であるとかがさらに重畳するケースです。ここはガイドの中では

２４時間使えないものとする対象かどうかというところは不明確で、対象かどうかは

わからない。今回指摘を受けて追加したシーケンスですので、ガイドで示すものはま

ずＳＢＯの時の２４時間ではないですかと、発生確率が非常に稀なケースであるここ

でいう３つのケースについては、２４時間というのが本当に必要でしょうかという確

認を含めて、２４時間のケースと２４時間でないケースの両方を示しております。当

社のシビアアクシデント対策設備は、ガスタービン発電機を中心とした交流電源を生

かしていくのが福島事故のときに必要なもの、追加として有効なものというふうに考

えたというのもありますので、シビアアクシデント設備の当社の考え方はどうなので

しょうかというのを問いたいというものを含めて、まず使わないシーケンスをお示し

したというところでございます。 

○野口顧問 

わかりました。 

追加説明ありますか。 

○谷浦担当部長 

６ページのほうにそれぞれシーケンス別のＣＤＦ、炉心損傷確率というものを載せ

てございまして、ここが先ほどご説明した高圧炉心冷却失敗とか低圧炉心冷却失敗と

か、次々と物を壊していった場合の確率が示してございまして、８．２掛ける１０の

マイナス１２乗等になりますので、マイナス８乗が１億年ですので、１兆年に１回起

こるかどうかという、次々壊していけば必ず事故になりますので、そういう非常に稀

な条件を設定しているというご説明を差し上げたということです。 

○野口顧問 

リスク評価の場合、不確定性があって、どっちへ転ぶかわからないといったときに

は、基本的にやっぱり厳し目のほうをとるのが大前提だと思うんですね。なぜなら、

どう変化するかがわからないから。確固として起きないというはっきりしたものがあ

ればもちろんいいけども、基本的にそういう考え方をしていただきたいということで

す。評価は数値の遊びではないので、どういう考え方に基づいてリスクを見てるかと



－17－ 

いう姿勢が問われるので、その視点で評価をお願いします。ただし、こういう考え方

をどうだということを規制委員会にきちっと問うという姿勢に関しては僕はとても大

切だと思うので、そのことに関しては結構だと思います。そのときの規制委員会の答

えとして、「こっち側の信頼性が十分でなければこの考え方は認められない」という

規制委員会の答えも、また私も妥当だというふうに思いますというのが質問と意見で

す。 

最後、１個ですけど、もとに戻って、同じ資料の４ページ。済みません、これは、

前回、ご説明されたので、出席していない私が蒸し返すのは心苦しいんですが、ちょ

っと気になったので質問。４ページのこの意味はどういう意味ですか。 

○山本担当部長 

こちらの４ページのグラフは、それぞれ炉心損傷に至る確率を全部計算しますが、

そのうちどのシーケンスがどの程度の割合を占めているかというところがまず左側と、

それから、右側は、内部事象のＰＲＡと地震、津波のＰＲＡ、それぞれがどういう割

合を占めているかというところをお示ししたものでございます。 

○野口顧問 

内部事象と津波と地震ということの割合ということをあらわすものであるとしては

別にこれでもいいと思うんですけど、何を気にしているかというと、これを円グラフ

であらわしたということです。円グラフというのは全体が１００％のときに使うもの

ですよね。まさか中国電力さんは内部事象と津波と地震が全てだと思っていらっしゃ

るわけでもないと思うので、そういう意味で、こういうふうな資料を出されると、あ

たかも中国電力さんは炉心損傷に至るものは内部事象と津波と地震しか見てませんと、

逆にこれで大丈夫だと思ってますというふうに見えてしまう。 

さらに言うと、そこで全ＣＤＦと書いてある。うそでしょうというのが私の意見で

す。少なくとも内部事象だって全てかどうかはまだ検証されてないし、少なくとも今

前提とした内部事象と津波と地震に関しての合計がこういう値が出ているだけであっ

て、これが全CDFとか円グラフであらわされると、えっていう感じがします。むしろリ

スク評価というのは、この評価を見ると、現在のところ、内部事象とか津波とか地震

では、それほど危険なものは出てませんという限定的な評価に見えます。したがって、

リスク評価では、中国電力としては、CDFがこのレベルでおさまっているので、これか

らはもっと別のところに実はリスク評価の重点を置きますという意味で使っていただ
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くのであれば大変頼もしいと思うんですけど、これを全CDFと言われると、えっていう

感じがするんですけど、ご説明がございましたら。 

○山本担当部長 

ご指摘のとおりではございますが、ある意味、これが規制の求めている資料の標準

形という形になってございますので、使わせていただいております。ＰＲＡ自体が、

自分たちが事象を認識して、それが繋がるというふうに認識しない限り計算はできま

せんので、そういう意味で、見逃しているものというのはこの中には入ってないとい

うのはそのとおりでございますし、それ以外の自然現象によるものも当然ございます

ので、そこは理解した上で、申し訳ありませんが、標準形に合わせて使わせていただ

いております。 

○野口顧問 

これまで電力さんや原子力事業、許認可事業なので、許認可をするところに目線が

行ってて、あそこで許認可してもらえればオーケーという視点でずっと来られたんで

すけど、もうこれからはそういう時代じゃないですよね。特に県の原子力防災から考

えると、安全の視点が大事で、これほど確率が小さいですというのは安心情報の一つ

でありますが、でもやっぱり市民のことを考えると、どういう状況に対して備えなき

ゃいけないかという要件を知るということが県の防災としては絶対必要なんです。そ

うすると、やはりそういう視点で中国電力としては見てますよという姿勢を行政に出

してほしい。 

○田中ＧＬ 

ありがとうございました。 

ほかにございますでしょうか。 

では草間先生、よろしくお願いします。 

○草間顧問 

資料１－４、今見させていただきまして、それで、ちょっと私も工学的な細かいこ

とはわかりませんけれども、資料４だったかな、変更の、それぞれ設計方針の全てで

すけれども、何々とすることができる設計とするって、こう言いますと、今までゼロ

だったのって、新たに設計する。だから私の理解ですと、それぞれの項目について、

さらに機能を強化する設計とするとか、そういう形じゃないかなというふうに理解し

たんですけども、今までゼロだったものを全て新しく設計するという形で書かれてい
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ると、ゼロだったものを新たにと思うんですけど、この辺はどうなんでしょうか。も

ともと考えられていなかったのかどうかというのがよくわかりませんのでご説明いた

だきたいのと、それと、１３ページで、要するに作業者の事故線量を７日間で１００

ミリシーベルトを超えないようにする。居住環境を。この１００ミリシーベルトとい

うのは、７日間で緊急作業のときの１００ミリシーベルトを使い切るというお考えで

１００ミリにしているのか、１００ミリの根拠がちょっとわかりませんので、ご説明

いただきたいと思います。 

それと、その前の１０ページの放射性物質低減をすることって、これ、放射性物質

そのものは、核分裂が起これば出てくるのは同じで、例えば放出するのをと、そうい

う意味なんでしょうか。ちょっと放射性物質低減という意味がよくわからないんです

けど。１０ページの。 

○山本担当部長 

それでは、まず、各設備のところの設計方針のところでございます。資料の構成が

悪くて申し訳ございませんが、設計方針で書いている方針は、あくまで特定重大事故

等対処施設のうちのこの設備の設計方針というふうに考えておるものでございまして、

プラント全体のものを言っているわけではございません。したがいまして、あくまで

デザインベースの設備であるとか、重大事故等対処設備にもそれぞれございますが、

それに加えた特定重大事故等対処施設のそれぞれの設備をこの方針で設計するという

意味で書いてございます。 

○草間顧問 

今まではなかったものをやるというふうにとればいいわけですね。 

○山本担当部長 

そうでございます。 

それから、緊急制御室に退避する者の被ばく線量１００ミリシーベルトでございま

すが、これは従来までの許容されている緊急時の被ばく線量の１００ミリシーベルト

を書いてございまして、通常であれば、人が入れ替わるというようなことも含めまし

て、１００ミリ以下に全て抑えていくように対処いたしますけれども、この特定重大

事故等対処施設の緊急時制御室には、テロ等によって人が替われない可能性もござい

ますので、同じ人がずっと７日間ここに居続けたとしても１００ミリ以下になるよう

に遮蔽などの設計をしますという意味で記載しているものでございます。 
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１０ページのところの放射性物質低減というふうに書いておりますのは、この場合

についていいますと、ドライウェルのスプレイをすることによって格納容器のドライ

ウェルの中にある放射性物質を水である程度洗い流してサプレッションチェンバーに

送り込むことによって、ベントをしたときの放射性物質を低減できるという意味で書

いてございます。中にあるものを消してしまえるというような意味ではなくて、放出

されるものを低減できるという意味で記載しているものでございます。 

○田中ＧＬ 

ありがとうございました。 

ほかにございますでしょうか。 

佃先生、よろしくお願いします。 

○佃顧問 

冒頭に今回の鳥取県の中部の地震の話が少しありました。前回の２０００年の鳥取

県西部地震と比べれば、規模も距離も違うので、当然影響は少なかったと、サイトで

の地震動の規模というのは小さかったんだろうと想定されますけども、今回の地震が、

方向も多分似ているんですかね。地震の入力方向というか。そうすると、大きく違わ

なかったという、いろんなところで地震動の揺れの特徴をつかんでおられると思うん

ですけども、地下構造も含め、いろいろ心配することもあるので、今回の地震が前回

とそんなに変わらないものだったのかとか、そういった確認作業というのはどの程度

されているのかということ、それがどの程度で島根県等に報告が出されているのかと

いうのをお聞きしたいんですが。 

○川本担当部長 

今、まさに佃先生がおっしゃるように、まだ詳細はわかっておりません。マグニチ

ュードを比べると、今回の地震の方が小さいので、それだけを見ると、以前ご説明し

ましたけれども、震源を特定せず策定する地震動の審査は一応終わっており、その中

に鳥取西部の地震も考慮することになっていますが、マグニチュードだけを見ると、

その中に包含されているかもしれませんが、現在、今回の鳥取の中部地震の詳細をま

さに把握している最中でございますので、今後それが出てまいりましたら国及び県の

方にご報告したいと思います。時間的なところは、今まさに情報収集中でございます

ので、今後、適宜皆さんにご報告したいと考えている次第でございます。 

○佃顧問 



－21－ 

私の感覚としては、できるだけ早くやられたらいいと思うんですよね。いろんなと

ころで想定される地震動というのが、相当たくさんの地点といいますか、サイトの中

のいろんなところで観測されているので、それをやっぱり早くやって、ある事象によ

ってそれぞれ特徴的なもし揺れがあったんならちゃんと見なきゃいけないですし、そ

れを今後のために生かすという姿勢が必要だと思いますので、それはやっぱり迅速に

やられたらいいんじゃないかと思うんですよ。できるだけ早くやって、それを多分見

る観点ってそんなたくさんあるわけじゃないので、それをやって、それを県民の皆さ

んに、ちゃんとやっているところを見ていただく。あるいはそれを見て、不足があれ

ば指摘していただくような体制をぜひつくっていただくと、もうちょっと安心につな

がるんじゃないかなと思いますので、ご検討ください。 

○川本担当部長 

わかりました。貴重なご意見ありがとうございます。我々の方もできるだけ迅速に、

新たな知見があるやなしやも含めて検討し、皆様にご報告できるように頑張りたいと

思います。どうも貴重なご意見ありがとうございました。 

○田中ＧＬ 

佃先生にご意見いただきましたので、県のほうに報告をお待ちしておりますので、

よろしくお願いいたします。 

ほかにございますでしょうか。 

勝田先生、よろしくお願いします。 

○勝田顧問 

簡単に１点だけです。また資料の１－１に戻るんですが、被ばく線量評価によって

ＢからＣにしたいということだったんですが、それについての質問です。 

いろいろどこを変えたいとかいう説明はあったんですが、そもそも何でＢをＣに下

げないといけないかという、そこがちょっとよくわからなかったので、なぜわざわざ

下げる意味があるのかと、やっぱりそこら辺をちょっと説明してほしいというふうに

思っています。確かに線量評価から、ちょっと無視してもいいだろうということで、

問題はないのかもしれませんが、やはり福島事故のことを考えると、かなり混乱があ

って、メーターもどれを信用していいかわからないまま、内部をいろんな人たちがい

ろんなとこを走り回って調べたという経緯がありました。そういうことを考えると、

被ばくがどうのこうのというよりも、どこでどういう被害があって、損傷があったか
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という、やはりその混乱を避けるという意味では、なるべくＢクラスでいいものはそ

のままにしておくという考え方もそんな変な話ではないと思います。ＢからＣに下げ

る、何を意図してわざわざＣにしたいのかという、そこをちょっと教えてください。 

○山本担当部長 

この下げる理由については、まさに審査会合でも議論になったところではございま

すが、当社としまして、まず、タービン側設備も含めて申請した大きな理由としまし

ては、基準地震動もかなり大きくなってきますけれども、タービン側の設備というの

は熱変位の大きいところでございまして、地震力に耐えるためにサポートで固めると

いうようなことをしますと、今度は熱変位に対して壊れやすくなるというような相反

する要求がございまます。できる限りこういうところの信頼性を上げる意味では、必

要ない拘束はやめるべきではないかということを含めまして、提案してございます。 

もう一つは、沸騰水型についてはＢクラスの範囲が広うございますので、ある意味、

効果が、特に安全性向上に対して効果が薄いものにもたくさんの労力をかけるという

ことは、中心的になるような安全性に対する注意がそがれるという面があるかという

ふうに考えております。こちらはかなり、Ｂクラスの設備というのは非常に多くござ

いますので、その量の、どのぐらいの箇所数があるかというところも審査の資料の中

ではお示しした上で、できるだけ重要なところに神経を注いでいくということを含め

まして、説明をさせていただいております。以上でございます。 

○田中ＧＬ 

ほかによろしかったでしょうか。 

それでは片桐先生、よろしくお願いします。 

○片桐顧問 

説明を間違って聞いているかもしれないんですが、資料１－２の有効性評価の中で、

ＰＲＡでいろんな事象を評価して、それに対する対処方法として、重大事故対策上の

項目を右のほうに３ページで掲げられておりますけど、その中で、たしかガスタービ

ン発電機による電源供給に関しては、こういうことでやりたいといって説明をして、

規制庁側からそれを保証するものはきちんとあるのかどうかという、そういうやりと

りがあったというふうにお伺いをしました。一方で、ほかのやりとりの中では、この

ガスタービンの発電機による電源供給については、重要な位置づけで捉えているとい

うご説明があったんですが、これは先の話なんですけど、規制庁からのそういう問題
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提起と、今、自分たちの方向性として考えていらっしゃることと、ギャップを埋める

ためにどういうふうな方向で新たな対処方法を考えていかれようとしているのか、も

しくはこれで十分に保証できるから大丈夫だという説明をされようとしているのか、

教えていただければと思います。 

○山本担当部長 

今回のご指摘のところは、一番大もとはやはり福島事故のところでございまして、

当社は電源が無くなったところがあるので、電源を供給すべきではないかということ

でご説明したのですけれども、国の方は、そのときの議論の中で説明されたのは、あ

くまで、電源は供給できなかったので、電源がなくてもある程度動くようなものとし

て、代替高圧機能、注水機能設備などが要るのではないかというような説明をされて

おります。先行の東京電力柏崎刈羽は、先ほど言ったＨＰＡＣ、高圧の代替注水設備

というのを準備されて、この事象についてはそれを用いますという説明をされており

ます。当社の方向性としましては、この代替の高圧注水設備を、もともと自主設備と

して今後準備しますとしていたものでございますが、これを活用していくということ

を考えざるを得ないというふうには思っております。 

○田中ＧＬ 

ありがとうございます。 

ほかによろしかったでしょうか。 

それでは、次の議題も控えておりますので、次の議題へ移らせていただきたいと思

います。 

続きまして、島根１号機の廃止措置に係るまず県の対応状況、全体の状況ですけど

も、これにつきまして、県の勝部室長のほうからご説明させていただきます。 

○勝部室長 

失礼いたします。島根県の勝部でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、お手元にお配りしておりますこのレジュメについて、ホッチキスどめに

なっている資料を４枚ほどめくっていただきますと、右肩に資料２－１という資料が

ございます。こちらのほうをご覧ください。県の対応状況についてのご報告でござい

ます。 

両括弧で時系列に並べておりますけれども、前回のこの顧問会議、開催いたしまし

たところまでは省略させていただきまして、（５）というところで、６月１７日に事
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前了解願いに係る県の取扱方針を定めまして、周辺自治体への意見照会をいたしまし

た。その内容は、１つ目が原子力規制委員会に申請することは今回了解、２番目とし

まして、安全協定に基づく最終的な了解は、規制委から審査結果の説明を受け、県議

会、原子力安全顧問などの意見を聞いて総合的に判断という内容で照会をしておりま

す。 

各自治体さんの意見を踏まえた上で、７月１日に県の要請及び周辺自治体からの意

見を添付した上で、中国電力に対して規制委への申請を認めることを回答いたしまし

た。 

その意見を付した内容につきましては、説明は省略させていただきますが、①から

⑨ということで記載しております。この中で、下線を引いておりますが、この下線部

分につきましては、顧問の先生方にいただいた意見を考慮した内容となっております。 

続きまして、７月４日、中国電力が規制委員会へ廃止措置計画認可申請をされまし

た。 

続きまして、７月１５日には、その後３つゴシックで書いておりますが、規制委員

会、経済産業省、内閣府へそれぞれ要請をいたしております。その内容については、

ここの丸で示している内容でございます。以上でございます。 

○田中ＧＬ 

続けてになりますけど、中国電力のほうから実際の審査の状況、中身のご説明をい

ただきたいと思います。 

○須澤ＭＧ 

中国電力の須澤でございます。それでは、島根原子力発電所１号機廃止措置に係る

ヒアリング状況についてご説明させていただきます。 

失礼ですが、座らせていただきます。 

それでは、２ページをご覧いただきたいと思います。これまでのヒアリングの実績

といたしましては、まず、７月４日に認可申請を行っております。これは昨年４月３

０日、１号機につきましては営業運転終了ということで、その後の廃止措置計画の申

請でございます。 

１０月１９日までに実施されましたヒアリングが１１回ございまして、先週の金曜

日、１０月２１日にヒアリングを実施しておりますので、これを含めますと合計１２

回のヒアリングになっております。 
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初回のヒアリングでは、廃止措置計画の申請の概要についてご説明させていただい

ております。その後、申請書を章ごとに説明を行っております。また、これにつきま

しては、規制庁からコメントの方をいただいておりますので、その後、順次コメント

の回答を実施しております。 

なお、今回の申請に当たりましては、廃止措置、これは３０年で廃止措置を行いま

す。そのうちの第１段階として、解体工事準備期間ということで、６年間の申請でご

ざいます。この後、原子炉の附属施設、原子炉施設、建物の解体という、その後、３

つのステップを踏みまして、廃止措置という形になってまいります。 

次に、参考の記載でございますけれど、審査の方針につきましては、申請者である

中国電力へのヒアリング、現地調査を行うことで審査が進められてまいります。また、

原則、資料等につきましては公開ということでございます。 

今回の審査におきましては、認可申請ですので、ヒアリングが主体でございます。

最終的にヒアリング結果を踏まえて規制委員会に報告し、このときに審査が諮られる

という状況でございます。その後、審査の結果を踏まえ、認可を諮るということとな

っております。 

次に、３ページ目、これまでのヒアリングの実績でございます。先ほども申しまし

たとおり、７月２０日、申請書の概要の説明、同日、４社合同のヒアリングを行って

おります。この４社につきましては、昨年の１２月、九州電力玄海１号機、本年２月

に日本原子力発電敦賀１号機、関西電力美浜１号機及び２号機の廃止措置計画の申請

を行っております。これら３社におきましては、既にヒアリングの方を進めておりま

したが、共通する部分があるということで、共通する部分につきましては、当社も入

りまして、４社合同でのヒアリングという形になっております。具体的に申しますと、

当社の個別のヒアリング回数が４回、合同のヒアリングが先般の２１日を入れると８

回という形で進んでおります。 

７月２７日以降につきましては、こちらの方をご覧いただきたいと思います。また

詳しい内容につきましては、この後ご説明させていただきたいと思っております。 

それでは、５ページ目以降に、ヒアリングでの概要の説明をさせていただきます。 

使用済燃料の健全性についてですが、使用済燃料貯蔵施設に使用済燃料が存在する

間に冷却水が大量にプールから漏えいした場合を想定し、燃料の健全性評価を行って

おります。評価内容としましては、その下にございます１及び２、燃料集合体の健全
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性評価と未臨界性評価の観点から評価を行っております。 

まず、燃料健全性の評価につきましては、最も発熱量が高い燃料集合体を対象とし

て、自然対流による空気冷却の条件で評価を行った結果、燃料被覆管の表面温度、こ

れは最高で３６０度以下であるということ、クリープラプチャー発生までの時間が１

年以上あるという観点から、燃料集合体の健全性は保たれると評価しております。 

また、未臨界性評価におきましては、燃料プール内の水のあるなしを想定し、実効

増倍率の評価を行った結果、最大でも０．９２５になりますので、臨界が防止できる

と評価しております。 

これら１及び２の評価結果をもとに、重大事故対策設備の必要性について評価を行

っております。使用済燃料の著しい進行を緩和し、臨界を防止するための重大事故対

策設備は、先ほどの１、２の観点から不要ということを判断しております。 

次に、６ページ目でございます。こちらでは、廃止措置対象施設と解体施設の考え

方について明記しております。 

要求事項、これは先行電力のヒアリングでのコメントでございまして、廃止措置の

対象施設の範囲を特定することという話がございました。この点を踏まえ、１号機の

設置がなされた原子炉及び附属設備を廃止措置対象施設とし、設置場所及び２、３号

機で共用した区分、これを下の表にございます一覧表にまとめまして、解体対象施設、

黒枠で示したところでございますけれど、具体的に明記しております。 

なお、これらを説明する中で、共用設備等につきましては、１号機、２号機、３号

機、どの号機に今後帰属するのかという質問等がございまして、これにつきましては、

２号が運転するために必要な設備につきましては２号機に帰属するということで、解

体対象施設から外すということを説明しております。 

次に、７ページ目でございます。新燃料の発電所作業時の安全措置についてでござ

います。 

１号機におきましては、新燃料貯蔵庫に１６体、使用済燃料プールに７６体の新燃

料があります。これらにつきましては、原子炉本体周辺設備等解体撤去期間、第２期

でございます。第２期の開始までに加工施設へ全量搬出し、加工事業者へ譲り渡すこ

ととしております。 

なお、使用済燃料プールに保管されております新燃料につきましては、燃料表面に

クラッドが付着している可能性があるため、汚染の除去を行った上で適切に輸送した
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いというふうに考えております。 

次に、８ページ目でございます。８ページ目は、解体工事準備期間中における放射

線業務従事者の被ばく線量についてでございます。これは最初の６年間でございまし

て、この期間中に、下にございます使用済燃料については搬出可能性があると、新燃

料については搬出するということでございます。 

なお、使用済燃料につきましては、この後の原子炉本体周辺設備等解体撤去期間ま

でに搬出するということをうたっております。そのため、解体工事準備期間における

放射線業務従事者の被ばく線量の算定に当たっては、使用済燃料の搬出作業に係る被

ばく線量を算出しておりますが、維持管理に係る被ばくについても、実際には使用済

燃料が搬出されているかもしれませんが、プールに貯蔵されているものとして被ばく

線量を算出しておりますので、使用済燃料に係る被ばく線量は搬出と維持管理で２重

に計上しております。 

次に、９ページ目でございます。９ページ目は、放射性気体廃棄物、液体廃棄物の

放出でございます。こちらにつきましては、解体工事準備期間中におきましては、特

に解体工事、これを行うことはございませんので、通常の定期検査中と同じでござい

ます。そのため、気体廃棄物の放出量の考え方といたしましては、原子炉が定期検査

中と同じ換気系からの換気、これを想定しております。ただし、運転していないため、

タービン系のガス等、これが出てこないということがございますので、少ないという

ことでございます。液体廃棄物についても同様でございまして、復水器の冷却水の減

少、これがポンプ３台運転からポンプ１台運転にしているため、３分の１に低減した

形にしております。 

それでは、１０ページ目でございます。こちらにつきましては、直接線とスカイシ

ャインによる敷地外のほうの線量、これを評価しております。最終的には、一番下で

ございます。解体工事準備期間中のサイト合計値、２３マイクログレイ／イヤーとな

りということで、年間５０マイクロ以下になっておるということでございます。 

次に、１１ページ、維持対象設備についてですが、この設備につきましては、廃炉

に当たって、ある一定期間、機能維持が必要な設備でございます。それぞれ建屋、燃

料物質の取扱設備等を記載しております。 

具体的な例といたしましては、１２ページにございます。どのような機能が必要か、

また、どのような設備が対象となるか、また、どの期間その設備を維持しなければい
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けないかということを記載しております。 

次に、１３ページでございます。１３ページは、解体工事準備期間中における汚染

の評価でございます。汚染の評価に当たっては、放射化汚染と二次的な汚染という２

つのグループに分けております。放射化汚染と申しますのが、詳細のところの２つ目

でございます。原子炉運転中、中性子照射によって直接炉心もしくは燃料プールの構

造材が放射化するもの、次に、下にございます二次的な汚染につきましては、放射化

されたもの、クラッド等が配管等に付着して、そこが放射化し、汚染するものという

ものでございます。これらにつきましては、右側の二次的な汚染のフロー、次に次ペ

ージにございます放射化汚染の評価フロー、これらのフローに基づいて汚染の評価を

行うという形になっております。 

○池田ＭＧ 

引き続きまして、私、中国電力の池田と申しますけれども、資料２－３を用いまし

て、使用済燃料の健全性評価の見直しについてご説明させていただきます。 

先ほどの資料の５ページに空気冷却条件で、燃料被覆管表面温度が最高でも３６

０℃ということをご説明させていただいておりますけれども、資料２－３の表紙をめ

くっていただきまして、廃止措置計画認可申請に当たっての説明内容ということをま

ずご説明させていただきます。 

まず、４月の申請に先立ちまして、事前にご説明しておりますけども、そのご説明

の中では、使用済燃料プールに貯蔵している燃料が、冷却水が瞬時になくなって空気

冷却のみになったときの燃料の表面温度を評価し、燃料の健全性に影響ないというこ

とをご説明しておりましたけれども、そのときの燃料表面温度、２６０℃程度という

ことでご説明しておりました。これにつきまして、評価の方法を変更したということ

をご説明いたします。 

次のページ、ご覧ください。燃料健全性評価手法の見直しということで、事前説明

に用いました２６０℃を評価したコードでございますけれども、これにつきましては、

解析コード、我々、ＭＡＡＰ（マープ）と呼んでおりますけれども、この解析コード

の一部に不具合が確認されたということでございまして、先行廃止プラント、ふげん

のほうで最初に用いられて、国のほうで認められた方式でございますけれども、その

他、先行廃止プラント、関西電力、九州電力、日本原電の廃止措置プラントでも用い

られて、審査実績のある手法であるふげん方式に変更したというものでございます。 
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この変更の経緯を簡単にご説明いたしますと、１つ目の丸でございますけれども、

この解析コードのＭＡＡＰでございますけれども、米国電力研究所（ＥＰＲＩ）が提

供しているシビアアクシデント解析コードになります。これは燃料プールの評価機能

を有しておりますことから、当社としても、昨年の段階ですけれども、プールの水が

全て抜けた場合の評価として、コードとして用いて、その時点では２６０℃という評

価をしておりました。 

その後、今年になってからですけれども、ＥＰＲＩが２月下旬にトラブルレポート

をホームページで公開しておりました。この際には詳細なエラーの内容というのが不

明でございまして、その後、３つ目の丸でございますけれども、国内の研究機関がそ

の不具合の影響に関する分析を詳細に行った結果、今回のプールの水が全て無くなっ

て空気冷却をするような状況に陥った場合に影響するような不具合だということがわ

かりまして、７月下旬に国内の研究機関から当社への連絡がございました。最初から

水が無い状態というか、詳細に言いますと、水蒸気分圧が低い状態でありますと、そ

の前後で評価式を使い分けておりますが、水蒸気分圧が低い状態に用いていた評価式

に誤りがあったということがわかったものでございます。 

評価に用いておりました解析コードに不具合があったということでございますので、

４つ目の丸でございますけれども、評価方法を廃止プラントで審査実績のあるふげん

方式に変更して、約３６０℃という評価をして、廃止措置のヒアリングを受けており

ます。 

ふげん方式の簡単な概要でございますけれども、これにつきましては、燃料被覆管

表面温度や原子炉の建物内、そういったものが全て平衡状態になったときの温度を評

価する簡易な評価方法になっております。簡単にモデルの図を右下のほうに載せてお

りますけれども、外気温度、ここでは７０℃（初期値）と書いてありますけれども、

この７０℃については後ほどご説明いたしますけれども、外気温度７０℃を初期値、

境界条件等を用いまして、それと平衡となる原子炉建物内の空気温度、まず平衡状態

になるものを求めます。そのとき、外気温度が７０℃になりますと、大体室内温度が

１１９℃で平衡するというような評価結果になっております。その原子炉建物内の空

気温度１１９℃が燃料のラックの下部から入って燃料を冷却して、燃料の集合体の出

口から出たときの温度を、熱平衡状態の温度を求めまして、３５１℃という結果を得

ておりますけれども、その出口温度、入口１１９℃から出口温度が３５１℃、それに
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対して空気が下部から入って上部に抜ける間に与える熱量というのを求めますと、大

体燃料被覆管温度というのが３５８℃というふうに評価をされているような結果にな

っております。こういった平衡状態の評価をいたしまして、廃止措置のヒアリングに

臨んでおります。 

最後のページになりますけれども、使用済燃料健全性評価の結果ということで、先

ほどもありましたが、見直し後のふげん方式では約３６０℃、見直し前のＭＡＡＰコ

ードでいきますと２６０℃という評価結果で見ますと１００℃の温度上昇になってお

りますけれども、当社といたしましては、燃料の健全性には影響はないというふうに

考えております。ただ、２６０℃が３６０℃に結果として上昇しましたけれども、こ

れにつきましては、見直し前のＭＡＡＰコードで用いている初期条件と見直し後のふ

げん方式で用いている初期条件と違いがございまして、この下のほうの表に載せてお

りますけれども、例でいきますと、外気温度をふげん方式では約７０℃、これは外気

温度、夏場の厳しい外気温度４０℃と、太陽の輻射効果３０℃と書いてありますけれ

ども、コンクリート、熱せられて、あとコンクリートの表面の空気温度、それが温め

られて、大体７０℃ぐらいになるだろうと、そういう設定をいたしまして７０℃とい

うふうに設定をしております。それに対して、見直し前のＭＡＡＰといいますと、外

気温度を２７℃としておりますけれども、これはイコール室内の初期の燃料を空気冷

却する温度と等しいものとして考えておりまして、室内の温度ともイコールに設定を

しておりますけれども、現実的な数値を用いて評価しているというようなものでござ

います。 

そのほか、燃料の評価単位といたしましても、ふげん方式でいきますと、最も崩壊

熱の高い燃料を選定して、表面温度を評価しております。それに対してＭＡＡＰコー

ドのほうは、コードの制約もありますけれども、燃料単位のラックごと、ラックを１

２チャンネルのラックにモデル化しておりますけれども、その平均の発熱量で評価す

るというような評価の仕方、総称しますと、ＭＡＡＰのほうは現実的な条件で評価し

たもの、ふげん方式というのはちょっと厳し目の条件、保守的な条件を設定したもの、

そういった条件の違いによりまして、見直し前のＭＡＡＰコード２６０℃、見直し後

のふげん方式３６０℃と、１００℃程度の違いが出ているということになっておりま

すけれども、３６０℃程度であれば、燃料の健全性には影響はないということをヒア

リングの場でもご説明しております。 
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説明は以上でございます。 

○田中ＧＬ 

ご説明ありがとうございました。 

それでは、廃止措置計画につきましても、厳しいご意見いただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

杉本先生、お願いします。 

○杉本顧問 

別に厳しくないのですけど。最後の燃料の健全性の評価結果で、ＭＡＡＰが間違っ

た式を使っていたという話、燃料被覆管の溶融温度なんていうのは１，４００℃以上

だから、どっちにしてもリスクの観点からは全然問題ないのですけども、ＭＡＡＰみ

たいな、瞬時に全喪失したというような、非常に単純な体系なので、ここだけでした

ら手計算でも簡単にできるぐらいなのにと思ったのですけどね。 

このふげん方式というのは、中国電力さんがご自身でおやりになった。それともど

こかに、ソフト会社にやってもらった。この評価結果をちゃんと自分でも確認してこ

ういうことをご発表されてるのかどうか、ちょっと確認したかったのです。 

○池田ＭＧ 

評価自体はメーカーが実施しておりますけれども、この体系、先ほど手計算ででき

るのではないかというようにおっしゃられましたが、まさしくこのふげん方式という

のは、審査資料には計算式が載っておりますけれども、手計算レベルでできるもの。

ただ、一部、収束計算が必要なところがございますので、その部分はなかなか手計算

ではできない部分がございますので、その部分もあるということで、メーカーに評価

を行っていただいております。 

○杉本顧問 

ＭＡＡＰコードのシビアアクシデントのモデルはいろんな複雑な、溶融炉心と液体

の接触といろいろあるのですけども、ここだけだったら非常に単純な体系なので、い

ろんなやり方がある程度の幅で、すなわちリスクの観点からだったら大ざっぱな評価

は可能だと思います。 

あとやっぱりそういう計算をメーカーさんにやらせても、それを確かにそうだとい

う実力がないと、評価できる力がないといかんのかなと思ってちょっとお聞きしたの

ですけども、内容はある程度ちゃんと把握しているというふうに理解しました。 
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○田中ＧＬ 

ありがとうございます。 

ほかにございますでしょうか。 

野口先生、お願いします。 

○野口顧問 

この燃料の７０度は、太陽の輻射効果が３０度というのは、たしかヒートフラック

スを太陽熱として入れて評価するというやり方ですよね。それを反映してヒートフラ

ックスじゃなくて、外気温度を７０度と設定したということですか。前、キャスク等

だと外気温度を３８度ぐらいにして、ヒートフラックス入れていわゆる定常計算をす

る方式だったんですけど、外気温度が７０度というのはあんまり聞いたことないなと

思って。単純な質問ですけど。 

○池田ＭＧ 

おっしゃられるとおりで、便宜的に７０℃というのは設定しておりますけれども、

建屋の表面に接する空気温度、本当の表面の空気温度が７０℃というふうに設定して

おり、ヒートフラックスを考慮しないことで計算を簡易化しているものです。 

○野口顧問 

あと対流を考えたということですね。 

○山本担当部長 

そうです。単純化させて、ヒートフラックスを見るのではなくって、外気温度に、

それを含めてしてしまうことで、簡単に計算できるようにしたものです。 

○野口顧問 

わかりました。 

それで、この計算はこの計算として、見直して、評価結果を見直されたのは大変結

構だと思います。ただ、危機管理の面からいうと、自然対流は効かなくて、例えば燃

料が埋もれたような状況では評価されてますか。 

○池田ＭＧ 

燃料が埋もれた場合というのは、水位が……。 

○野口顧問 

いえ、例えば上の天井とか壁が崩れて、いわゆる自然対流が効かなくなったような

状況です。建屋が普通、水は抜けたけど、建物はちゃんとしてて、空気量は自然対流
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があるという前提で計算されてますよね。だから何かで水がどっと抜けたということ

は、例えば壁が壊れるとか、天井が傾くとか、極端に言うと自然対流が効かないよう

な状況でかかるということだってあり得ますよね。そういうのは評価されてますかと

いうことです。 

○池田ＭＧ 

おっしゃられるような体系では評価はしておりませんけれども、天井が壊れるとか

壁が壊れるとなりますと、多分室内温度も当然下がると思われますので……。 

○野口顧問 

前、熱計算の定常評価を行っていたときに、一番厳しい状況は、埋もれるという状

況なんですよね。もちろん埋もれるといっても密閉状態で埋もれるということは余り

なくて、あるものが壊れるときは外部でツウツウとなったり、必ずしも厳しい方向だ

けじゃないので計画段階での標準計算はこれでいいと思います。ただ、防災とか危機

管理になると、いろんなことが起きた状況のときに、例えば余裕度は何日あるとか、

そういうことを事前につかんでおかないと、事前の評価の状況と実際の事故時の状況

というものが違ったときに、それから慌てて計算して、何日もつんだという再計算を

やっている余裕ないんですよね。だからそういう意味では、事前の申請状況の計算は

こういう状況でいいと思いますが、やっぱり県の立場で防災を考えると、いろんなパ

ターンをやっていただきたい。危機というのは、通常の予測や予定じゃないことが起

きたときに危機になるんですよね。そのときに「そういうことは前提にしてませんで

した」ということでは防災は成り立たないので、やっぱりどういう状況が起きてもそ

れは事前に評価はしてありますというような格好で考えておいていただきたいという

お願いであります。 

それで、あと、これもこれからの話になると思いますけど、いろんなリスク評価さ

れるときに、廃棄のプロジェクトというのはめったにない工事でもあるし、最近心配

しているのは、日本中のいろんな工事状況で事故が起きているということです。だか

ら解体事業というものを、ヒューマンファクターをどういうふうに捉えるかという話

もこれから先考えておかないと、今までと同じように事故なくいくかどうかというの

はちょっと心配な状況があります。今までは非常に立派な会社と電力さんとしては契

約して、あとはよろしくという格好が多かったかもしれませんけど、でも今後はやっ

ぱりそういうわけにいかなくて、その会社の技術力も含めてちゃんと評価していただ
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くことが大事です。あと廃棄物の輸送に関してもちゃんと見ていただくとか、今後幾

つかは必要になってくると思いますので、よろしくお願いしますというお願いも含め

て申し上げておきます。 

この件に関してはこれだけですが、前の話に対して意見を追加します。 

１点は、先ほどＢクラスをＣクラスにするという質問のお答えとして、同じ耐震だ

けじゃなくて、熱応力も考えた総合的に安全の視点で物事を考えてますというご説明

があったんですけど、大変結構な姿勢だと思います。複数の条件下の中で状況を見ら

れてるという中国電力さんの安全に対する配慮というのは大変結構だということです。

ただ、そうであれば、ぜひそういうことを書いておいていただきたい。どうしても

我々は、安全性だと強化するという方向だとよしよしとするんですけども、さっき中

国電力さんがおっしゃったように、あるものを評価して対応を考えると、あるものに

対しては別の問題や条件も出てくることがあります。そういう面で、リアリティーを

持った評価をされるという方針は大変結構だと思います。ただ、一個一個のことが事

実はどうかということは確認できていないので、方向性としては大変結構だという意

見にとどめます。以上です。 

○山本担当部長 

先ほどのタービン系配管の熱変位というところについては、今回の資料ではないで

すけれども、５月の審査会合の資料の中には、理由として記載させていただいており

ます。今回、結果としては、このＢクラスについては、やはり何らかの対策が必要に

なりますので、当社が次に考えていますのは、がちがちに拘束するのではなくて、三

次元ダンパというような特殊なダンパを使って変位を吸収しながら補強できるという

ことを次に考えているというところは補足させていただきます。以上でございます。 

○野口顧問 

わかりました。 

○田中ＧＬ 

ほかにございますでしょうか。 

片桐先生、お願いします。 

○片桐顧問 

２－２の資料の１３ページで、解体工事準備期間における汚染評価について、こう

いうことでやられるのは当然だと思うんですけど、これからのこういうデータの公表
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について、ちょっとお願いしてもいいかなと思って発言させていただきます。 

これは基本的には規制庁に対してこういう状況だよというのを客観的にお示しする

と、それで了解を得るということだと思うんですけど、やっぱり新しい、今後に向け

て、今まで経験してないことに対してスタートしていくわけで、当然着目を県民の方

もされるんだろうと思いますので、それはどこに着目するかというと、いろんな工事

のやり方、具体的にどうこうというよりは、むしろ客観的に、最終的に自分たちが何

らかの影響を受けるかな、それがレベル的に低くても、そういうものに対しての着目

度は高いと思いますので、どうしていくべきだということではなくて、こういう方向

で、できれば前広にデータを公表し、あと早目に、これは解体撤去期間までに調査し

ますということになってますので、それは当然だと思うんですけど、それもできるだ

け早目にいろんな状況が客観的にわかりましたと、これについては規制庁の評価も受

けるけど、ちゃんと事前に皆さんにお示しして、こういう形で積極的にやってますと

いう、そういう姿勢をぜひ、大きな仕事ですので、今後に向けるスタートラインとし

てやっていただければなというお願いだけです。以上です。 

○須澤ＭＧ 

ありがとうございました。 

こちらにつきましては、全体的なデータ等につきましては適宜お知らせするととも

に、第２期工事が６年後に申請を行います。その前の申請段階において取りまとめて、

これをもとにした評価結果を申請に出すという形になってまいりますので、確実にや

っていきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

○田中ＧＬ 

そうしますと、草間先生、いかがでしょうか。 

○草間顧問 

被ばく線量で、集団線量で出していただいているわけですよね。この１．７人・シ

ーベルトというのが、最終的には規制庁が判断するんでしょうけど、この１．７人・

シーベルトが妥当であるかどうかというのは、今ここでは１号機の運転期間中の何年

間の線量がこうだったのでという比較で出されているんですけど、この１．７人・シ

ーベルトの妥当性というのはどこがどう判断するかというのはちょっと、数値はわか

るんですけれども、この１．７人・シーベルトが準備期間中の集団線量として妥当で

あるかどうかというのは、どう捉えたらいいんでしょう。 
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○須澤ＭＧ 

こちらにつきましては、お話伺ったとおり、集団線量という形で、あくまでも目安

という形になっておりまして、当然人数が増えればそれだけ個人の線量が減るという

形でございますので、あくまでこの指標をもとにして、今後、更なる低い値を目指し

てまいりたいというふうに考えているところでございます。 

○山本担当部長 

補足いたしますと、ヒアリングの中で、規制庁の方がある程度評価のやり方を見て、

妥当に評価されているということは言っていただけると思います。ただ、評価の責任

自体は当社が持って、ある意味、この評価をしたものをまず基準にしまして、できる

限り被ばくは低減するように努めてまいります。以上でございます。 

○田中ＧＬ 

ほかにございますでしょうか。 

勝田先生、よろしくお願いします。 

○勝田顧問 

説明ありがとうございました。資料２－３について、最後の表でちょっとお聞きし

たいことがあります。質問というか、コメントなんですが、まさしく今回ふげん方式

で試算したということなんですが、確かにＭＡＡＰに今回問題点があったということ

ではあるんですが、やはりＭＡＡＰの結果とか見ると、温度のむらというんでしょう

か、上から見たときに、ここが温度が高いとか低いとか、やっぱりそういう情報は得

られることになります。そういう意味では、今回のふげん方式、全体を保守的には見

るんですが、やはり実際何かあったときに、どの部分が温度が高い、トラブルが起こ

りやすいとか、そういう情報というのはＭＡＡＰであるわけですから、ふげん方式で

よしと終わらせるわけではなくて、何かの情報も消えてしまうわけですから、やはり

そこら辺の配慮もぜひお願いしたいというのがあります。 

もう一つは、実際こういう水がなくなるということはめったにないとは思うんです

が、一方、それでも大丈夫と、セーフティーの意味では大丈夫かもしれませんが、じ

ゃあセキュリティーの面で考えて、水がない状態というのは果たしてどういう意味を

持つのかというのはあんまり議論されてないところではあると思います。なので、今

回、ふげん方式で大丈夫というふうに終わらせるわけではなくて、どういうことが逆

に想定できるかというのもちょっと考えていただけたらというふうに思います。 
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以上、コメントです。 

○池田ＭＧ 

ありがとうございます。 

今回、ふげん方式を用いましたけれども、今回評価した目的が、事故時の対策が不

要ではないかということで、全抜けになっても燃料が破損しないということで、簡易

的に評価で求めさせていただきました。 

あと、ご意見として伺ったように、水が抜けない、そういった状況、そもそもそう

いった状況が起きないような対策、必要であればまた検討をしていくことになろうか

と思いますけれども、これについてはまた別途社内で検討いたしたいと思います。 

○田中ＧＬ 

内田先生、よろしくお願いします。 

○内田顧問 

先ほどから話題になっている、７ページのこの図で、先ほど野口先生がＢクラスの

中にＣがあると全体としてはどうなんだ、ということを指摘されました。その回答と

しての説明は分かりましたが、私もこの図を見るとやはり大丈夫かなという気になり

ます。例えば、この右の下の図だと、黄色のところなんかはちょっと違うような描き

方ができないかという気はするんですね。全部が全部できるかどうかわからないです

けれども、Ｂクラスと、それからＣクラスですか、それをちょっと分けて、同じ廃棄

物処理の建物の中でＢクラスとＣクラスが別の系統としてある、というような描き方

のほうがわかりやすいかなという気がしました。 

それから、２の資料の２―３で、空気の自然循環が完全に保証されているような形

で説明されているのは、私もちょっと違和感を感じました。大体めったにあり得ない

と先ほどおっしゃられたけれども、プールの水が抜けるという事態をどのように想定

しているかという全体的な考え方も問われると思います。説明を聞いていると、何も

損傷なく水がすっと底から抜けるというふうな事態を想定しているのではないかと思

ってしまいます。やはり水が抜けるということ自体は、大きな損傷があったと考える

べきで、例えば、燃料棒の配置の形態にまで影響があるのかどうかというところにも

言及すべきじゃないかなというふうに思います。 

それから、先ほどちょっと廃棄物の量について言及されたのですけども、そうする

と、当然クリアランスの問題で、どれを廃棄物とするか、しないのかというふうなと
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ころの議論というのはもっと先のほうになるわけですか。 

○須澤ＭＧ 

クリアランスにつきましては、クリアランスの基準、多分ご存知だと思いますけれ

ども、基準がございまして、そちらの方で進めていきたいというふうに社内的に進め

ているところでございますが、まだ環境が整いませんので、なるべく早くそれを進め

ていきたいと思っております。 

また、このクリアランス制度というのを廃止措置で発生する廃棄物の処理の関係で

活用していきたいというふうに考えておりますし、今回、説明資料等でもクリアラン

スがこのくらいの物量であるというのもご説明させていただいております。よろしく

お願いします。 

○山本担当部長 

先ほどの燃料の評価のところをちょっと補足いたします。 

確かに、今、現状の評価は自然循環がある状態で評価をしておりまして、それが切

れる状態になってくるところ、閉塞状態も含めてなんですけれども、多分循環が切れ

ただけでかなり影響としては厳しくなってくるかと思います。まだ評価の途上ではあ

りますけれども、１号の燃料に関して言えば、かなり前に取り出した燃料ではござい

ますので、崩壊熱も大分下がっているので、あらかたは問題ないという結果が得られ

るというふうには考えております。そのあたりも含めて、半端な状態で水が抜けてい

るような形、それが多分閉塞にまず第一弾でつながるところかと思いますので、そう

いう危機状態を評価する上でも確認していきたいというふうに考えております。以上

でございます。 

○田中ＧＬ 

ほかにございますでしょうか。 

そうしますと、最後の議題のその他といたしまして、今年度、２８年度ですけども、

県の原子力防災訓練、こっちは概要になりますけど、それからＬＬＷの流量計問題に

係る県の対応状況ということで、先ほどと同じ勝部室長のほうから続けてご説明させ

ていただきます。 

○勝部室長 

そういたしますと、先ほどご説明させていただきました資料２－１の次のページ、

おめくりいただきますと、右肩に資料３－１と記した資料がございます。こちらのほ
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うで平成２８年度島根県原子力防災訓練について、来月実施する予定でございますが、

ご報告させていただきます。 

実施日時などといたしまして、自治体等の初動対応訓練を１１月１４日、住民によ

る避難訓練等ということで１１月１９日に実施する予定としております。それぞれ訓

練場所はこの資料に書いているとおりでございます。 

参加団体、参加者数でございますが、約９０団体、人数にして約３，０００人の予

定でございます。 

３番目に、重点項目、今年度の訓練の重点項目でございますが、３つございまして、

まず１番目に、検査候補地における避難退域時検査の実施ということとしておりまし

て、これは平成２７年度末に避難退域時検査候補地を決定いたしましたが、この中の

３カ所で実際に検査を実施しまして、動員体制の検証などを確認する予定としており

ます。 

２番目に、緊急速報（エリア）メールによる住民広報の実施をいたします。従前の

広報手段に加えまして、関係６市の住民などに対しまして、緊急速報のエリアメール

を使って避難情報を提供しまして、その効果と使用手順を今回初めて実施いたします。 

３番目に、県災害対策本部機能の移転準備の実施をいたします。県庁地区に一時移

転指示が出された場合に備えまして、県の災害対策本部の移転先であります出雲合同

庁舎の執務環境を整備して、移転準備手順等を確認するという予定にしております。

これも初めて実施するものでございます。 

続きまして、１枚おめくりいただきまして、次の項目でございますが、ＬＬＷ流量

計問題への県の取り組み状況ということでご報告させていただきます。 

この資料の１枚目につきましては、前回のこの会議のところでも、経過、ご説明さ

せていただいておりますので、１枚目は省略させていただきまして、そのとき以降の

状況としまして、２ページ目、（13）と書いておりますが、こちら以下のところをご

説明いたします。 

８月３日に規制委員会の会合で保安検査結果の状況を報告されております。 

８月２６日、県、松江市が立入調査の第５回目を行っております。この調査で再発

防止対策の具体的な運用状況や実施済みの再発防止対策に対する有効性評価の状況を

確認しております。 

１０月４日に中国電力さんが充填固化体製作再開の意向を報道発表されております。 
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１０月６日、県、松江市が立入調査の６回目を行っております。これは運転を見合

わせていた充填固化体の製作再開に当たりまして、設備の現況や点検記録等を確認い

たしました。 

１０月１１日に中国電力さんが充填固化体の製作再開をされました。 

２番目に、これらの立入調査の結果についてでございます。 

（１）といたしまして、一部継続中の対策、統合型保全管理システムの改良等を除

き、再発防止対策の取り組みについて問題がないことを確認いたしました。 

（２）としまして、継続中の対策についても計画どおり進捗していることを確認い

たしました。 

大きな３番としまして、今後の対応としましては、（１）番としまして、中国電力

さんが行う再発防止対策の進捗状況、規制委員会の保安検査等の状況、県要請事項へ

の対応状況を引き続き確認し、聞き取りや立入調査等の対応を行います。 

（２）としまして、中国電力さんへ要請している流量計未校正期間に製作されたモ

ルタル充填固化体の適切な処理、これは埋設に係る技術基準への適合性、それや管理

について、中国電力さんの対応状況を継続して確認することとしております。以上で

ございます。 

○田中ＧＬ 

そうしますと、最後の議題となりましたので、県からの状況の報告、それから全体

を通してでも構いませんので、ご意見ありましたらいただきたいと思います。 

それでは、先に野口先生のほうから、よろしくお願いします。 

○野口顧問 

まず、全体を通して、私は原子力防災リスクマネジメントの立場で顧問を拝命して

おりますが、その立場でお願いがあります。 

防災の立場でいうと、中国電力さんにお示しいただきたいのは、一つは、こういう

ふうに安全としてはかなりここまでやれてるという、今日のように安全に関してはち

ゃんとやっているというご報告もしくは検証結果をいただくのは大事ですが、防災の

立場からすると、何か起きたときに本当に市民を守れるかという視点での情報が欲し

いんですね。そうすると、かなり現実的には起こり得ない状況でも、こういう状況に

なったら、例えば住民避難までの余裕は３時間しかない状況がありますとか、逆に１

日ありますとか、防災としていつまでに何をやればいいかということの参考となる情
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報をぜひいただきたい。 

そういう面で、資料としては２つに分けていただいて、非常に安全に頑張って、こ

こまで安全にしてきているという今までの報告はきちっとやっていただくというのが

資料の一つ目。ただ、非常にこんなに考えられないようなことまで考えたときに、例

えばこういう状況であるので、県としてのご参考にしてくださいという防災の参考情

報としての二つ目の情報もいただきたいというのがまず中国電力さんへのお願いです。 

次に、県へのお願いでありますが、まず防災訓練についてなんですが、実は事業者

の方も今まで防災訓練のあり方に関してはいろんな検討をされています。そのときに

問題になっているのが、今までの防災訓練というのは何をやってきたという報告だけ

だったんですが、市民の立場からすると、何をやってないかということが知りたいん

ですね。そうすると、本来は防災訓練で、こういう問題点を列挙して、何に対しては

クリアしてて、何に対してはまだ実は確認してないという、そういうものがないと、

実は今年これやりますと言われても、どこまで安全になったか、どこまで防災の実効

性が上がったかが全く評価できないんですよ。そういう意味では、県としてもやっぱ

り原子力防災全体のフレームの中で、特に今までの原子力防災のフレームは「全部電

力さんのところにリスクがあって」ということだったのですが、防災を計画どおりに

行うという防災事業としてのリスクをちゃんと見て、その段階で何をクリアして、何

をクリアできてないと、何を確認できて、何を確認できてないという、そういう全体

評価の中で防災訓練の計画を立て、評価をしていただきたいということが一つ。 

２つ目は、このモルタル問題に関してです。余り言葉尻を捉える気はありませんが、

一番最後に立入検査の結果ということで、一部継続中の対策を省き、再発防止対策の

取り組みについて問題がないことを確認って言われてます。この一言は大変重くて、

問題がないことを確認したというのは何をどう確認したのかというのがよくわからな

いんですよ。実は問題がないことを確認したという言葉は、県としては、どういうと

ころにポイントがあって、何が問題かということは全部きちっと精査してて、その一

個一個は潰しましたという、こういう報告なんですね。少なくとも中国電力さんから

問題がありません、順調ですという報告を受けましたということとは違うので、これ

はやっぱり検査をする立場として、その検査の指標もしくは物の見方というものをや

っぱり精査していただきたい。されていると思いますけどね、念のための注文です。

以上です。 
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○田中ＧＬ 

そうしますと、まず、中国電力のほうから回答をいただきたいと思います。 

○山本担当部長 

今回、新規制基準の中で、かなり厳しい状況もいろいろ評価をしていっております。

そういうのを含めまして、今後は防災の面でどのような事象が想定されるか、最悪ど

の早さで避難が必要か、そういったところについては情報提供できるように、状況を

整備していきたいというふうに考えております。防災として、本当に機能するものに

できるだけ近づけていくように、当社も取り組んでいきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

○島田次長 

防災面に対しまして、いろいろ厳しいお話いただきました。今、実は国と一緒に、

原子力防災、なかなか、島根地域は避難者が非常に多いという実態がございまして、

県だけではどうしても対応できません。それで、防災については、今、国と一緒にな

っていろいろ検討しているところでございまして、これもいつまでも検討しとるわけ

にもいきませんので、少なくとも重要な判断するまでには一定のものにして、そこで

訓練もやっていくつもりでおります。そうした中で、今、どういいますか、対応につ

いて実効性を上げるための、今、一生懸命取り組んでいるところでございまして、そ

ういうのが見えた段階で、今、先生がおっしゃったように、まず重要なものから取り

組んで、訓練でも検証してみたいというように考えておるところでございます。 

○田中ＧＬ 

先に杉本先生から。 

○杉本顧問 

私、原子炉安全、特にシビアアクシデントの専門家ということで参加させていただ

いているのですが、その観点から２点のコメントをさせていただきたいと思います。

一つは、さっきもちょっとお話ししたんですけども、ＰＲＡとか、いろんな定量的な

検討をやっておりますけども、これも全部メーカーさん、あるいはソフト会社さんに

丸投げではまずいだろうと、それを評価できる力がないと、特に４社が一緒にやって

いるから、東電さんとか、ああいうとこと一緒にやってるので、何となく任せてしま

うことはあるかもしれないと思いますが、やっぱりいざという、そういうＰＲＡとか、

シナリオがなったときに、プラントも全部知ってて、ＰＲＡの中身をちゃんと知って
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ないと対応がとれないということがありますので、そういう研究なり検討の場に若い

人なんかどんどん行かせてというようなことも、二、三年前、似たようなことを申し

たと思いますが、その後、多分大幅に改善されたのかなというのを実は確認したくて。 

あともう１点は、野口先生のおっしゃるのと、防災と多分似ているのですが、今、

ＰＲＡであれだけいろいろ評価している。テロなんか１００％入っていないのですが、

想定しているシナリオはもう安全上手当てをしているわけで、リスクの観点からはか

なり低くなっているんですね。逆に、今後リスクが高いのは、想定外のシナリオのこ

とで起きることが今後厳しいということになるので、それに対する手当てを、野口先

生のおっしゃるように、防災の観点ばかりじゃなくて、プラントの観点からもいろい

ろ想定外のこと、例えば訓練なんかもそうなんですけども、シナリオのない訓練をい

ろいろやってみるとか、あとは地元警察と、消防とか、自衛隊との連携もよくすると

か、そういう観点から、つまり今、安全審査対応で大変なのはわかるんですけども、

安全審査で対応したことはもうリスクが低くなっているわけで、今後リスク高いのは

それ以外の想定外のとこなので、そこに十分配慮していただきたいと思います。以上

２点です。 

○山本担当部長 

ありがとうございます。まだどちらも活動している途上ですので、コメントを踏ま

えながら、さらに進めていきたいと思います。 

まず、自分たちでというところでございますけれども、評価そのものは、メーカー

が、今、一時的ではございますが、リスク評価、ＰＲＡの評価、リスクモニターとか

を含めて、現在、自分たちで今後維持管理ができるというふうに人を育てていってい

る最中でございますし、東京電力などが代表でやっておられる更なるＰＲＡ、そうい

うところにも人を出してという形で、現状、足りていないところはわかってございま

すので、今、人を育てて、自営化できるレベルまで持っていくように努力していると

ころでございます。 

それから、想定外のリスクのところについても、想定外は何かというところを洗い

出していくところからずっと始まっていくと思いますし、テロに関して言うと、余り

公表はされないものではございますが、警察を含めた侵入事案の訓練であるとか、核

物質防護上の設備をさらに増強していくというような形で徐々に進歩はしていってい

るところでございます。これまでで充分とすることはなく今後も進めていきたいとい
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うふうに考えております。ありがとうございます。 

○田中ＧＬ 

片桐先生、お願いします。 

○片桐顧問 

先ほど野口先生がおっしゃったことと、繰り返しになってしまうんですけど、つい

最近、私、たまたま事業者さんの訓練を見させていただくことがありました。一生懸

命やられているのは間違いなくて、恐らく中国電力さんもそうだと思うんですけど、

まさしく野口先生が言ったとおりであって、どちらかというとオンサイトの自らの事

故収束に対する責任がある。それは当然なので、シビアアクシデントマネジメントが

うまく機能するかということを確認していく。そのための訓練をシビアにやるという

のは当然なんですけど、そのときに当然事故に伴って環境へ影響を及ぼす状況になっ

ているわけですので、そういうところに対して、このためには何をしたら情報提供と

してふさわしいのかということの対応はまだ十分でないんじゃないかなという気がし

てしようがありません。具体的にどうこうというよりは、そういうオフサイト対応に

対する事業者の責任の範囲として、タイムリーにどういう情報が提供できるかという

のは、結果的にはトータルな意味での災害の対応として非常に重要なことだと思いま

すので、ぜひそこを今後ブレーンストーミングしながらやっていただければなという

ふうに思います。 

もう１点は、県の訓練計画、防災訓練の計画についてなんですが、防災訓練自体は

きちんとやられて、住民の方もこういうものがやられているというのを見る。そうい

う意味ではこういう場があるということは非常に大事だと思います。ただ、正直なと

ころ、本当にこれが機能するのかどうかということをまた別の場できちんと、検証と

いう言葉がいいのか、それともきちんと考えておくということがいいのか、言葉はあ

りますけど、どちらかというと、こういう、言葉はよくないですけど、見てもらうよ

うな、もしくはみんなが学ぶような場という場と、加えて、机上訓練で、例えば避難

退域時検査について言うと、ＵＰＺの圏内の関係者、住民の方が避難するルールはこ

う決まってますというのは伝えてあるんだと思うんですけど、ただ、ＰＡＺの避難が

始まって、住民によってはもう自家用車でどんどん避難してしまうと。ＵＰＺの範囲

になると、特に放出後であると、既に汚染環境があって、避難退域時検査場所をスル

ーして避難所に行ってしまう、もしくは避難所からまた別な場に行ってしまうという
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ようなことが出てくる場合があると思うので、そういうことを、いろんなケースが想

定されますので、それに対してどう対処できるかというものを別な場で、これはやっ

ぱり頭の体操をしておいていただきたいなというふうに思います。それは今度は県だ

けでは当然できないところですし、避難退域時検査は事業者の方の応援もあるでしょ

うし、そのほかの指定公共機関の役割もあるので、そういうところも一緒になって、

自分たちがこのために何をすべきかというのを議論できればいいじゃないかと思いま

すし、それをぜひやっておいていただきたいなと思います。 

あと、３番目の項目の県の災害対策本部の機能の移転準備の実施、これも今までや

られたことないことですので重点項目でいいんですけど、やっぱりこういう状況下で

県の災害対策本部としての責任をどう果たしていくのかというのは、執務環境が整備

されたら全てうまくいくかといったら必ずしもそうではないわけで、本来このタイミ

ングでやらなくちゃいけないことというものをきちんとやっぱり整理しといて、それ

もうまくいかない、計画どおりにいかないというようなことを前提とした、これも頭

の体操なんですけど、いろんな取り組みというのはどうあるべきかというのを別な場

で検討いただければなと思います。以上です。 

○長谷川副本部長 

１点目の、我々事業者も発災者でございますので、オフサイトの対応も今、全社を

挙げての組織づくり、あるいは既に要員の育成、教育も進めてございます。いずれに

しても、島根県、地元自治体としっかりと調整をして、体制づくり、あるいは訓練を

進めてまいります。 

また、その際の情報提供、先生方からご指摘ございますけれども、やはり防災の観

点での情報発信、常にそういった心がけ、今、どういったものが発信できるのかも含

めて、しっかりと今後対応してまいります。 

○勝部室長 

済みません。後段の防災訓練の関係のことでございますけれども、ご指摘いただき

ましたように、今回やる項目につきまして、これで非常に十分であるというようなこ

とではございませんけれども、今回の訓練につきましては、ここのところまだやって

ないところをまずやってみるということもございます。 

それと、先ほどご指摘いただきましたことについても、内部で検討もし始めており

まして、マニュアル化ですとか、関係の自治体間の関係機関との共通的な取り扱い、
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どのようにするかとか、そういったことも検討も内部ではし始めておりますので、先

ほどのご指摘を生かしながら検討を進めていきたいと思います。ありがとうございま

す。 

○田中ＧＬ 

では、草間先生、お願いいたします。 

○草間顧問 

防災訓練につきましては、今、要するに原子力発電所の事故が起こった当初の防災

訓練につきましては、もう長年こういった形でやられてきているわけですけども、東

京電力の事故後の対応でもおわかりだと思いますけれども、要するに残存、今の時期

ですよね、住民にいかに安心を確保するかというのが大変重要だと思っております。 

そこで、若干宣伝にもなりますけれども、今、東京電力の事故の後の住民対応等で

は、保健師の皆様がすごく活躍してくださっています。そういった中で、必ずしも保

健師の放射線リスクとか健康影響に対する知識というのは十分じゃないということを

私どもも把握しておりますので、ことしから文科省から人材育成事業という形で少し

補助というか、お金をいただきまして、行政保健師に対して放射線リスクの研修会を

３年間続けてやることにしておりますので、特にこういった、当初の訓練ももちろん

大事ですけれども、今のいわゆる現存被ばくと言われる時期をどう対応するかという

のは大変重要で、これをしておかないために、風評被害とか、一回避難した方たちが

なかなか戻れないというような状況もありますので、保健師を対象にしたリスクの研

修会をことし予定しておりますので、日本アイソトープ協会が主催でやっていただく

ようにしておりますので、行政保健師をぜひ参加させていただいて、保健師の方たち

にリスクあるいは健康影響等についてしっかりやっていこうと思っておりますので、

島根のほうからも出していただければと思いますので、よろしくお願いします。 

○勝部室長 

ただいまご指摘いただきました、この防災に当たっての要員にどのように管理して

いくかとか、どういったようなフォローができるかというのは部分的に始めていると

ころもございますけれども、ご指摘の点、まだまだ勉強しなきゃいけないところもあ

ると思いますので、ちょっとまだ具体的にどのようにやっていくかというのは決めて

おりませんけれども、今いただいたお話、また持ち帰って検討させていただこうと思

います。ありがとうございます。 
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○山本担当部長 

今の研修会というのは、事業者から参加してもよろしいのでしょうか。事業者の中

にも保健師がございます。 

○草間顧問 

ちょっと人数が限られているので、でもぜひ、職業認定等についてもちゃんとお話

ししますので、人数が空いたらぜひ。今、とりあえず今年から看護師も始めたんです

ね。看護師はどちらかというともう教育の中にしっかり、基礎教育の中に放射線を入

れようという今動きをつくっておりまして、そのためには教員を養成しなきゃいけな

いということで、今、看護系大学の教員を中心に看護師はやっていて、保健師に関し

てはとりあえず行政保健師に、とりあえず原子力防災を意識して、行政保健師にしっ

かり知識をと思っております。何人かの先生と協力しましてテキストも作りますので、

またぜひよろしくお願いします。 

○田中ＧＬ 

ほかにございますでしょうか。 

それでは渡部先生、お願いします。 

○渡部顧問 

一言だけ。先日、首都圏で送電設備が燃え、何時間も停電が起こったということが

ございました。それから、つい先日、北陸電力の原子炉建屋に、水ですか、何十トン

か、電源の蓄電池を設置しているところにも行きかねない漏水があったというような

ことがございました。いずれも想定外のことでありましょうし、それから、どちらか

というとヒューマンエラー的な事故・事象であるかと思います。そういったことが、

何と申しますか、想定外のハードルとか、ヒューマンエラーのハードルというのが以

前に比べて決して起こらない、高いものではなくて、むしろ低い、起こり得るという

ことを今回実感し、それで、恐らくは県民の皆様も何か電力に関して不安を覚えてい

るというような状況というのがあるのではないかと思うのです。 

そこで、中国電力さん、それから島根県さんにもぜひお願いしたいと思うのですけ

れども、恐らく電力会社さんの間でいろいろな情報の共有ということが行われている

かと思うのですけれども、早急に今回の事故・事象が、どうして起こったのか、ある

いは、想定外のことが起こったのか、ヒューマンエラー的なものが起こったのかとい

うことを解明して、県民の皆様にわかりやすく説明する必要というのがあるかと感じ
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ているのです。想定外であるということは、起こらないのではなくて、起こり得ると

いうことをいろいろな評価の場でも念頭に入れなくてはいけないことなのだなという

ことを心に留めておいていただければと思っております。 

○長谷川副本部長 

先生ご指摘の２件の事案、いずれも当社は起こしてはいけないというふうに考えて

おりますので、情報収集、更には当社の対応、万全を尽くしてまいりたいと思います。 

そういったもので住民の方が電力に対するご不安をお持ちになる。これもごもっと

もでございますので、我々、常にそういったものを解消すべく、一方ではやはり電力

の必要性、電気の必要性、そういったところもあわせてぜひともご理解をいただくよ

う努めてまいります。 

○田中ＧＬ 

それでは内田先生、よろしくお願いします。 

○内田顧問 

県の資料の一番最後に書かれてある「今後の対応」というところで、（１）中国電

力が行う再発防止対策の進捗状況というのが書かれてありました。ちょっとびっくり

したんですけれども、つまりまだ現在進行形でやられているということですよね。そ

れで、その上の立入調査の結果のところで、統合型保全管理システムの改良というの

が書かれてありますが、私の記憶だと、こういう事件が起こったというのは、対象の

機器がこういった管理システムが入ってなかったためであり、これを入れたらもう大

丈夫なんだという説明をされたと思うんです。それが入ってない。それで、じゃあそ

の間の対策としてはどうなっているのかという点が一番重要だと思います。その進捗

状況で、最終的にはこういう改良をします。だけどまだやってない。その間に対して

どういうような安全対策が行われているのか、その対策が問題がないのかどうか、と

いうことを書く。そのあたりが一番重要だと思います。特に県のほうのこの資料です

が、進捗状況をこれから確認しますよみたいなことでは、一番重要な説明が抜けてい

ると思うんですよね。そこら辺のところはやっぱりちゃんと、こういう問題があるけ

れども大丈夫なんだということをはっきりと書いてもらわないと、住民の人たちの不

信感を拭えないんじゃないかなと思います。 

○島田次長 

ありがとうございました。立入調査のたびに細かいところを全てまた見たところは
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別途、立入調査してから１カ月を目途に細かいものは出しておりますけども、今回は

ちょっとまとめた形でご説明したことをお詫び申し上げます。 

あと、当然、統合型保全システム、中国電力さんは今年度中に改良されるというこ

とで、それまでの対応についても私どものほうで立ち入りの際には確認しておるとこ

ろでございます。もう少し丁寧な、特に住民の方に対して丁寧な対応をしてまいりた

いと思います。ありがとうございました。 

○田中ＧＬ 

そうしますと、時間が大分超過してまいりましたので、どうしてもこの場でという

ことがありましたら、お一方だけでも。 

佃先生、お願いいたします。 

○佃顧問 

もう何度も皆さんから出ているので、私はコメントにとどめますけども、１号炉の

廃棄のところで、規制庁に申請するということでは、極端な事象を想定して、これで

も大丈夫だということの説明なんですけども、その前に多分住民の皆さんとか県民の

皆さんに言うときには、その１０倍以上の時間を使って、絶対そんなことは起こり得

ないんだと、水がなくなるということはないということの説明がまずあって、その上

でそういう極端な事象が起こったら、もしそんなことが起こると想定するとはどうい

うことかを説明する。例えば建屋を解体中に強度が下がっているときにたまたま地震

が来るとか、そんなことがあったりして、そうなったときには、じゃあ空気冷却に任

せるのか、水をやっぱり入れていくのかというのも、いろんなオペレーションをやっ

ぱりどういうふうにやっていくかという、そのところの具体的な対策まで、説明が必

要ではないか。これまでもそうですけど、規制庁に申請して、ありえない極端なこと

まで考えているので、大丈夫だから安心してくださいというのはやっぱり無理がある

んだと思うんですよね。いろんなことをやっぱり想定して、想像力をたくましくして、

それを言うんだったらこんなことを想定しなきゃいけないので、これで最終的には対

応しますよというところまでぜひとも説明していただけるといいと思います。もう皆

さん繰り返して言われていることで、私もそう思いますので、ぜひよろしくお願いし

ます。 

○田中ＧＬ 

そうしますと、本日予定していた議題はこれで全て終了ということでさせていただ
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きたいと思います。 

閉会に当たりまして、最後に、部長の岸川のほうからご挨拶申し上げたいと思いま

す。 

○岸川部長 

どうも長時間にわたりましてご議論いただきまして、まことにありがとうございま

した。 

さまざまな貴重なご意見いただきまして、審査に臨む中国電力さんに対しますアド

バイスもございました。住民の方々を念頭に置いた防災対策ということでは、県にも

しっかり取り組むようにということでご意見いただいております。私どもも引き続き

この面は一生懸命取り組んでまいりたい、こんなふうに思っております。 

今後とも引き続き、県としては防災面に取り組むと同時に、規制委員会で行われて

おります１号機、２号機の審査状況、これを注視いたしまして、状況をしっかり把握

し、先生の皆さん方に適宜ご説明、情報提供をこれからもやっていきたいと、こうい

うふうに思っております。 

引き続き先生方にはご指導をいただきますよう改めてお願いを申し上げまして、こ

の会議を閉じさせていただきたいと思います。本日はどうもありがとうございました。 

中国電力さんもご苦労さまでした。ありがとうございました。 

○田中ＧＬ 

以上をもちましてこの顧問会議、終了させていただきます。ありがとうございまし

た。 

 


